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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等
 

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期

決算年月 平成22年12月 平成23年12月 平成24年12月 平成25年12月 平成26年12月

売上高 （千円） 2,135,918 3,077,602 2,558,076 2,904,560 2,488,924

経常利益又は経常損

失(△)
（千円） △37,543 128,305 145,032 110,111 188,378

当期純利益又は当期

純損失(△)
（千円） △62,312 106,616 △77,523 259,801 158,712

包括利益 （千円） － 106,085 △77,625 260,079 159,039

純資産額 （千円） 1,094,591 1,200,702 1,123,077 1,485,633 1,684,050

総資産額 （千円） 1,658,920 1,726,432 1,561,339 1,725,460 2,148,649

１株当たり純資産額 （円） 175.55 135.50 126.74 147.47 163.35

１株当たり当期純利

益金額又は１株当た

り当期純損失金額

(△)

（円） △10.24 12.59 △8.75 26.54 15.85

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額

（円） － － － 26.45 15.47

自己資本比率 （％） 66.0 69.5 71.9 85.6 76.1

自己資本利益率 （％） △5.7 9.3 △6.7 20.0 10.2

株価収益率 （倍） － 5.11 － 8.61 11.99

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △409,904 303,112 439,712 △10,466 △52,450

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △137,846 17,353 △89,801 △9,691 238

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 389,655 △285,075 △60,900 93,150 －

現金及び現金同等物

の期末残高
（千円） 76,014 111,405 400,416 473,409 421,197

従業員数

（人）

63 60 69 65 75

（外、平均臨時雇用

者数）
(350) (310) (344) (401) (402)

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．平成26年３月25日付で１株につき100株の割合で株式分割を行いましたが、第11期の期首に当該株式分割が

行われたと仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額を算定しております。

３．第11期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当

期純損失であるため記載しておりません。また、第12期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第13期の潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、１株当たり当期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．第11期及び第13期の株価収益率については、当期純損失であるため記載しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等
 

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期

決算年月 平成22年12月 平成23年12月 平成24年12月 平成25年12月 平成26年12月

売上高 （千円） 180,000 129,000 168,000 168,000 168,000

経常利益 （千円） 36,582 25,968 39,837 42,790 15,366

当期純利益又は当期

純損失（△）
（千円） △85,384 11,340 9,966 81,707 52,693

資本金 （千円） 1,735,462 1,735,486 1,735,486 1,782,061 1,782,061

発行済株式総数 （株） 62,353 88,613 88,613 100,113 10,011,300

純資産額 （千円） 1,094,332 1,105,697 1,115,668 1,299,852 1,391,923

総資産額 （千円） 1,281,036 1,263,038 1,267,734 1,628,615 1,721,787

１株当たり純資産額 （円） 175.51 124.78 125.91 128.91 134.17

１株当たり配当額

（円）

－ － － － －

（うち１株当たり中

間配当額）
(－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利

益金額又は１株当た

り当期純損失金額

（△）

（円） △14.03 1.34 1.12 8.35 5.26

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額

（円） － － － 8.32 5.14

自己資本比率 （％） 85.4 87.5 88.0 79.2 78.0

自己資本利益率 （％） △7.7 1.0 0.9 6.8 4.0

株価収益率 （倍） － 48.08 68.11 27.39 36.12

配当性向 （％） － － － － －

従業員数

（人）

3 3 3 3 3

（外、平均臨時雇用

者数）
(－） (－） (1） (1） (1）

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．平成26年３月25日付で１株につき100株の割合で株式分割を行いましたが、第11期の期首に当該株式分割が

行われたと仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額を算定しております。

３．第11期につきましては潜在株式が存在するものの、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

また、第12期及び第13期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

４．第11期の株価収益率につきましては当期純損失のため記載しておりません。
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２【沿革】

年月 事項

平成12年６月 東京都小平市に新築住宅の床・壁材の保護及びカビ防止のコーティング施工を目的として、株式

会社アライヴ コミュニティ（現　ルーデン・ホールディングス株式会社）を設立

同所に東京支店を併設

平成12年10月 千葉県船橋市に東関東支店を開設

平成12年12月 神奈川県横浜市神奈川区（平成15年２月に横浜市港北区へ移転）に横浜支店を開設

平成13年６月 大阪府大阪市淀川区に大阪支店を開設

平成13年７月 玄関ドア等の鍵の取付・販売を行う部門としてセキュリティ事業を開始

平成13年９月 福岡県福岡市博多区に九州支店を開設

平成13年11月 愛知県名古屋市中村区に名古屋支店を開設

平成14年２月 埼玉県越谷市に北関東支店を開設

平成14年３月 広島県広島市南区に中国・四国支店を開設

平成14年７月 住宅のフローリング・壁クロスの貼換え、水周り等設備の交換等工事を施工するハウスケア事業

を開始

平成14年８月 宮城県仙台市宮城野区に東北支店を開設

平成14年９月 北海道札幌市中央区に北海道支店を開設

平成15年２月 セキュリティ事業部の取扱商品を拡充のうえライフアップ事業部に呼称変更

平成15年７月 本社を東京都新宿区に移転

平成15年９月 一級建築士事務所登録

平成17年３月 東京都新宿区に本店営業部を開設

平成17年４月 大阪証券取引所「ヘラクレス」市場に上場（現　東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱグロース）

平成18年３月 集合住宅向けの給水管等の洗浄サービスの業容拡大を図るため、株式会社オアシスソリューショ

ンを設立

平成18年３月 住宅市場における不動産の売買、交換、賃貸などの必要性に対応するため、株式会社エルトレー

ドを設立（現・連結子会社）

平成18年３月 総合ビルメンテナンス事業への進出のため、東峰実業株式会社（現・連結子会社）の株式取得

平成18年６月 不動産事業の強化のため、株式会社アールイーテクニカの株式取得

平成18年９月 株式の流動性の向上及び投資家層の拡大を図るため、株式を分割（１株につき５株）

平成19年２月 東関東支店の一切の業務を本店営業部に統合

平成19年２月 本社機能の集約化のため、本社を移転

平成19年８月 エリア別ブロック制の基づく拠点運営の推進による業務効率の向上を目的として、一部支店の統

廃合を実施

平成19年９月 株式10株を１株に併合し、発行済株式総数が10,118株となる

 連結子会社である東峰実業株式会社及び株式会社アールイーテクニカの商号をそれぞれ、株式会

社アライヴ ビルマネジメント及び株式会社アライヴ クリエイトに変更

 ハウスケア事業を会社分割（吸収分割）により、株式会社アライヴ クリエイトへ移管

平成20年２月 連結子会社である株式会社オアシスソリューションの保有全株式を売却

平成20年９月 会社のイメージアップを目的として、ルーデン・ホールディングス株式会社に商号を変更

平成20年10月 南日本エリア営業部を西日本エリア営業部に統合したことに伴い、南日本エリア営業部（福岡県

福岡市博多区）を廃止

 東日本エリア営業部及び不動産アレンジメント事業部を本店所在地に移転

 業績の回復が見込めない為、株式会社アライヴ　クリエイトを解散させる旨の決議を行う

平成20年12月 北日本エリア事業部を東日本エリア事業部に統合したことに伴い、北日本エリア営業部（北海道

札幌市中央区）を廃止

平成21年５月 連結子会社である株式会社アライヴ　クリエイトを清算結了

平成21年12月 不動産部門を廃止し、不動産事業を連結子会社である株式会社エルトレードに集約

平成22年１月 当社を分割会社とし、新たに設立した「株式会社ルーデン・ライフサービス」に対し、トータル

ハウスケア事業部門を承継させる新設分割を実施し、持株会社体制に移行

平成22年４月 ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱに上場

平成25年７月

 

東京証券取引所と大阪証券取引所の統合に伴い、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（グロース）に上

場

平成26年３月 投資家の皆様の利便性の向上及び株式の流動性向上を目的として株式を分割（１株につき100株）

単元株式数を100株とする単元株制度を採用

発行済株式数が10,011,300株となる
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３【事業の内容】

当社グループ(当社及び当社の関連会社)は、当社及び連結子会社３社の計４社により構成されており、ハウスケア

事業、ビル総合管理事業及び総合不動産事業を行うことで、生活に関わる様々なサービスを提供するトータルライフ

ケアサービス(生活総合支援企業)を展開しております。

　その主な事業内容と、各社の当該事業に係る位置付けは、次のとおりであります。

セ　グ　メ　ン　ト 　事　業　内　容

トータルライフケア

サービス事業

ハウスケア事業

連結子会社である株式会社ルーデン・ライフサービスは、新築住宅を

ターゲットとして、そのディベロッパー及び管理会社に対し、内覧会の

プロデュースや竣工検査の代行を行うとともに、入居されるエンドユー

ザーに対し、住居の壁や天井等の居住空間（浴室・洗面所・キッチンの

水回り等含む）に当社独自のブランド「ルーデン・プレミアムセラ

フィックス」を用い安全性が高く、抗菌性（通常の生活環境にいる細菌

69菌、真菌159菌を抑止）、防カビ効果、消臭効果に優れたコーティング

を行っております。このコーティング剤は、光触媒と違い暗い室内でも

多孔質のセラミック膜が、VOC対策、防汚性等にも機能を発揮します。

新築住宅を主なターゲットとして、そのディベロッパーに対し、モデル

ルームの設置手配の代行、インテリア関連商品、家電商品などの生活関

連商品などの卸を行うとともに、入居されるないしは既に入居されてい

るエンドユーザーに対し、ルームコーディネートサービスとして、イン

テリア関連商品、家電商品などの生活関連商品の販売を行っておりま

す。

ビル総合管理事業

連結子会社である株式会社ルーデン・ビルマネジメントは、事業用ビル

の管理及びマンション管理（清掃管理・設備管理・保安管理・営繕管理

等）のビルメンテナンスを行っております。また、首都圏及び都内23区

内の公共施設の清掃・設備管理も委託されております。

総合不動産事業

連結子会社である株式会社エルトレードは、ディベロッパーとしてエン

ドユーザーに対し、居住用マンションの「ラヴォアシリーズ」、投資用

マンションの「ラステュディオシリーズ」の企画・開発・分譲を行って

おります。居住用「ラヴォアシリーズ」の第一号物件として「ラヴォア

荻窪」を分譲し、完売しております。

投資用「ラステュディオシリーズ」では第一号物件として「ラステュ

ディオ押上」、「ラステュディオ新橋」を分譲し、完売しております。

今後も都心部を中心に利便性の高い立地を厳選し、外観やデザインにこ

だわり、充実した設備・仕様など高品質で資産価値の高いマンションを

開発・提供してまいります。それ以外にも、不動産の再生販売、収益物

件、一戸建など不動産関連事業全般を行っております。
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　　　　上記事項を事業系統図によって示すと次の通りであります。

　　 [事業系統図]
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業の内容
議決権の所有
割合（％）

関係内容

(連結子会社)

株式会社ルーデン・ライ

フサービス

 東京都新宿区

 （注）２
98,500 ハウスケア事業 100.0 役員の兼任２名

(連結子会社)

株式会社ルーデン・ビル

マネジメント

 東京都新宿区

 （注）２
30,000 ビル総合管理事業 100.0 役員の兼任２名

(連結子会社)

株式会社エルトレード

 東京都渋谷区

 （注）２
50,000 総合不動産事業 100.0 役員の兼任２名

（注）１．「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

２．株式会社ルーデン・ライフサービス、株式会社ルーデン・ビルマネジメント及び株式会社エルトレードにつ

いては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が10％を超えておりま

す。

　　（株式会社ルーデン・ライフサービス）

 主要な損益情報等 (1) 売上高 1,092,610 千円  (4) 純資産額 190,385 千円

 (2) 経常利益 160,635 千円  (5) 総資産額 358,494 千円

 (3) 当期純利益 113,724 千円     

　　（株式会社ルーデン・ビルマネジメント）

 主要な損益情報等 (1) 売上高 975,538 千円  (4) 純資産額 461,104 千円

 (2) 経常利益 53,578 千円  (5) 総資産額 594,524 千円

 (3) 当期純利益 33,583 千円     

（株式会社エルトレード）

 主要な損益情報等 (1) 売上高 420,775 千円  (4) 純資産額 51,958 千円

 (2) 経常損失 37,389 千円  (5) 総資産額 795,011 千円

 (3) 当期純損失 15,624 千円     
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成26年12月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

 ハウスケア事業 49 ( 12)

 ビル総合管理事業 21 (389)

 総合不動産事業 2 ( －)

 全社（共通） 3 ( 1)

合計 75 (402)

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。

 

　　(2）提出会社の状況

平成26年12月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

3(1) 45.8 6.9 4,896,000

 

セグメントの名称 従業員数（人）

 全社（共通） 3 (1)

合計 3 (1)

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

 

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済対策や金融政策の効果等を背景に企業収益の改善をもたら

し、それが雇用・所得の増加につながる動きが見られ、景気は緩やかに回復しつつあるものの、海外景気の下振れ

リスクや消費税増税後の消費者マインドの低下、円安等による物価動向等、景気の先行きについては依然不透明な

状況が続いております。

　当社グループの既存事業と密接に関連する新築マンション市場、特に首都圏マンション市場におきましては、平

成26年の年間供給が前年に比べ20.5％減の44,913戸（民間調査機関調べ）となり、当期連結累計期間において厳し

い状況で推移いたしました。

　このような状況のなか、マンションディベロッパー及び管理会社との更なる関係強化及び新規法人開拓の強化に

努め、販管費の継続的な見直しを行ってまいりました。

　この結果、当連結会計年度の業績は、売上高2,488百万円（前年同期比14.3％減）、営業利益189百万円（同

70.0％増）、経常利益188百万円（同71.1％増）、当期純利益158百万円（同38.9％減）となりました。

　セグメントの業績は次のとおりであります。

①　ハウスケア事業

ハウスケア事業に関しましては、密接に関連する新築マンション市場、特に首都圏マンション市場が厳しい状

況で推移したものの、マンションディベロッパー及び管理会社との更なる関係強化及び新規法人開拓の強化に注

力したことなどにより、順調に推移いたしました。

この結果、売上高1,092百万円（同16.5％増）、営業利益282百万円（同43.7％増）となりました。

②　ビル総合管理事業

ビル総合管理事業に関しましては、臨時業務や官公庁の業務を獲得いたしましたが、営業体制強化に伴う経費

増があり、予想通りの利益を上げることは出来ませんでした。

この結果、売上高975百万円（同2.0％増）、営業利益74百万円（同15.4％減）となりました。

③　総合不動産事業

総合不動産事業に関しましては、所有土地やマンションの売却はあったものの、継続的に販売可能な物件の仕

入れに苦戦するとともに、販売用不動産の早期売却が出来ず、厳しい状況で推移いたしました。

この結果、売上高420百万円（同58.3％減）、営業損失0百万円（前年同期は営業損失37百万円）となりまし

た。

 

(2）キャッシュ・フロー

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前渡金の減少額、未払金の増加額及

び税金等調整前当期純利益204百万円（前年同期比27.6％減）を計上したことなどにより増加いたしましたが、販

売用不動産の増加額、仕掛販売用不動産の増加額などで減少したことにより、前連結会計年度末に比べ52百万円減

少し、当連結会計年度末には421百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は52百万円（同401.1％増）となりました。これは主に販売用不動産の増加など

によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果獲得した資金は０百万円（前連結会計年度は９百万円の使用）となりました。これは主に定期

預金の払い戻しによる収入などによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果獲得した資金はありません。（前連結会計年度は93百万円の獲得）
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　当連結会計年度の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成26年１月１日
至　平成26年12月31日）

構成比（％） 前年同期比（％）

ハウスケア事業（千円） 1,092,610 52.8 116.5

ビル総合管理事業（千円） 975,538 47.2 102.0

合計（千円） 2,068,148 100.0 109.2

（注）１．金額は、販売価額によっております。

２．総合不動産事業については、生産業務を定義することが困難であるため、生産実績の記載は省略しておりま

す。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2）仕入実績

　当連結会計年度の仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成26年１月１日
至　平成26年12月31日）

構成比（％） 前年同期比（％）

ハウスケア事業（千円） 34,298 3.6 46.2

ビル総合管理事業（千円） 18,937 2.0 113.5

総合不動産事業（千円） 894,248 94.4 89.7

合計（千円） 947,483 100.0 87.1

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(3）受注状況

　当社グループ（当社及び連結子会社）は見込み生産を行っているため、該当事項はありません。

 

(4）販売実績

　当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成26年１月１日
至　平成26年12月31日）

構成比（％） 前年同期比（％）

ハウスケア事業（千円） 1,092,610 43.9 116.5

ビル総合管理事業（千円） 975,538 39.2 102.0

総合不動産事業（千円） 420,775 16.9 41.7

合計（千円） 2,488,924 100.0 85.7

（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

当社グループは、基幹事業であるコーティング事業を再生し、充実した活動を行っております。その周辺事業領域

での収益獲得を、その経営戦略として継続してまいります。

また、総合不動産事業においては、仕入物件の更なる見極め及び販路の拡大を行い確実な収益を継続して得られる

ようにするとともに、機動的な事業活動を展開してまいります。

当社グループは収益性と営業キャッシュ・フローの改善に向け、既存事業（ハウスケア事業）の季節性並びに特定

販路への依存を改善し、また更なる営業・施工業務の効率性・有用性の向上を図るなど、以下のような経営基盤の確

立に向けた施策を実施してまいります。

①　ハウスケア事業の既存事業のうち特に収益性の高いものについて、その営業販路を、既存の新築分譲マンション

市場はもとより、戸建住宅への販路拡大を推し進めてまいります。

②　ハウスケア事業のリフォームについては、アウトソーシングを積極的に活用し、収益率の向上を図ってまいりま

す。

③　ハウスケア事業の一部として、ニーズの高いCO2削減等の環境問題に直結する新しい商材を組み入れ、季節性へ

の課題に対応してまいります。

 

 

４【事業等のリスク】

以下において当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性のある事項を記載しております。また、必ずし

もそのようなリスク要因に該当しない事項についても、投資判断上あるいは当社グループの事業活動を把握する上で

重要であると考えられる事項については、投資者に対する積極的な情報開示の観点から記載しております。

なお、文中における将来に係る事項につきましては、当連結会計年度末現在において当社が判断したものでありま

す。当社グループはこれらリスク要因の発生の可能性を認識した上で、発生の回避および発生した場合の対応に努め

てまいります。

(1) 経営成績におけるリスクについて

当社グループの既存事業と密接に関連する新築マンション市場、特に首都圏マンション市場において、平成27年

の年間供給が前年と同様に45,000戸程度（民間調査機関調べ）と引き続き厳しい市況が予測されておりますが、こ

の予測を大きく下回った場合、当社グループの事業に重要な影響を与える可能性があります。

これに備えるため、下記施策に取り組んでおります。

①　基幹事業であるコーティング事業及びリフォーム事業の再構築

エンドユーザー（マンション及び戸建購入者）から、感謝される完成度の高いコーティング事業を再構築させ

るために、技術力向上の為の研修や使用液剤の研究開発をしてまいります。また、顧客ニーズの高いCO2削減等

の環境問題に直結する新しい商材につきましても、積極的に取り組んでまいります。さらに、マンションディベ

ロッパー及び管理会社との取引関係のさらなる強化、そして、内覧プロデュースの積極的な提案により、新規法

人開拓の強化を継続的に行ってまいります。

②　経営改革を継続し、小さな本部機能を実現

前経営陣の行った、必要以上な本部機能強化のための設備投資予定を抜本的に見直し、小さな本部機能への移

行を目指して、大幅な経費節減を今後も継続してまいります。また、コンサルティング契約などにおきましても

十分な精査を行い、不必要な契約は解除してまいりました。今後も従来の慣習にとらわれることなく、必要な改

革を断行してまいります。

③　不動産事業への本格的な参入による収益の拡大

ディベロッパーを主軸とする事業への変換を目指しますが、仕入れについては十分な精査をするとともに、収

益性を重視し、継続して機動的な事業活動を展開してまいります。しかしながら、これらの施策を講じても、想

定外の市場環境の悪化や、予期せぬ事象が発生した場合には、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及

ぼす可能性があります。

 

(2) 事業構造におけるリスクについて

　当社グループは、提携しているディベロッパー及び管理会社の総合サポート企業としての位置づけを得るべく

「トータルライフケアサービス（生活総合支援企業）」を標榜し、ハウスケア事業を中心とした既存事業の提供す

るサービス・商品を拡充する施策を執ってまいりました。結果、総合不動産事業の育成により、収益構造の分散化

はしつつありますが、当連結会計年度末現在、未だ収益性の高いハウスケア事業に依存している傾向にあります。

そのため、ハウスケア事業における特定のリスク（(3)－①「既存事業の特徴におけるリスクについて」及び(3)－

②「既存事業の顧客層におけるリスクについて」参照）が発生した場合、当社グループの経営成績に影響を及ぼす

可能性があります。
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(3) 事業におけるリスクについて

①　既存事業の特徴におけるリスクについて

　当社グループのハウスケア事業などの既存事業において、マンションディベロッパーやマンション管理会社な

どとの提携に基づき当該法人が販売もしくは管理するマンションの入居者に対し営業する方法をとっておりま

す。

　そのため、今後何らかの事象により、マンションディベロッパーやマンション管理会社との提携が確保できな

かった場合、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

②　既存事業の顧客層におけるリスクについて

　当社グループのハウスケア事業は、主に新築分譲マンションの購入者を対象として営業活動を行っておりま

す。そのため、新築マンションの引渡時期と当該事業の売上計上時期とに強い相関関係があり、具体的には、マ

ンションの販売・引渡が集中する３月、９月、12月に売上計上が集中する傾向があります。

　また、何らかの影響による新築分譲マンションの販売戸数の減少や新築マンションの竣工に遅れが生じた場

合、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

③　既存事業の属する業界におけるリスクについて

当社グループのハウスケア事業などの既存事業の属する住宅リフォーム業界や訪問販売を行っている事業者の

中で、一部の業者の悪質な手法による消費者トラブルは後を絶たない状況であります。このため、業界に対する

イメージの悪化から当社グループの営業活動に支障をきたし、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。

当社グループは、こうしたトラブルの発生回避のため、営業社員に対し営業会議、各種研修などの場において

法令遵守や営業マナーなどの実践的研修を徹底しており、また、施工トラブルの未然防止を図るため施工マニュ

アルを作成・配布しているとともに施工研修を実施しております。

さらに、クレームが発生した場合には迅速な対応を図っているとともに、その報告から分析および対応までの

組織的な共有化を図り、再発防止策を講じております。

④　競合について

　当社グループが行っている事業の一部は、特殊技能や許認可を必要とする事業ではなく、新規参入は比較的容

易であると考えられ、将来的にはマンションディベロッパーやマンション管理会社が参入してくる可能性があり

ます。こうした状況から、今後は業者間受注競争がますます激化することが想定され、当社グループの経営成績

に影響を及ぼす可能性があります。

 

(4) 法的規制におけるリスクについて

①　特定商取引法、消費者契約法

　当社グループの事業の一部は、「特定商取引法」および「消費者契約法」上にいう訪問販売による営業活動を

行っており、同法による規制を受けております。これらの法規制は消費者保護の観点から近年強化される傾向に

あり、特に訪問販売に係る不招請再勧誘規制（勧誘を拒絶された際の再勧誘の規制）は、いくつかの自治体が導

入または導入を検討しております。当社グループにおいては、これらの法令の趣旨や改正内容を充分理解したう

え、社員に教育を徹底しており、社内管理体制の整備や各種研修により法令遵守に努めております。

　将来これらの法令の改正や新たな法令規制が制定され、当社グループの事業に適用された場合、当社グループ

の事業はその制約を受けることとなり、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。

②　宅地建物取引業法

　当社グループ会社において不動産売買を営んでいることから宅地建物取引業の免許を取得し、「宅地建物取引

業法」の規制を受けております。将来これらの法令の改正や新たな法令規制が制定され、当社グループの事業に

適用された場合、当社グループの事業はその制約を受けることとなり、当社グループの経営成績に影響を与える

可能性があります。

③　個人情報の保護に関する法

当社グループは、「個人情報の保護に関する法」のもとで、適法かつ公正な手段によって個人情報を取得し、

取得の際に示した利用目的の範囲内で、業務の遂行上必要な限りにおいて個人情報を利用し、その紛失、破壊、

改ざんおよび漏えいなどを防止するため、不正アクセス、コンピューターウイルスなどに対する適正なセキュリ

ティ対策を講じております。

しかし、これらの対策にも拘らず、個人情報の不正利用、その他不測の事態によって個人情報が社外に漏えい

した場合には、損害賠償請求や社会的信用の失墜などにより、当社グループの経営成績に重大な影響を及ぼす可

能性があります。
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(5) 訴訟に関するリスクについて

当社グループでは、訴訟リスクの回避に継続的に取り組んでまいりますが、あらかじめ訴訟の提起を具体的に予

測することは困難である上、第三者から新たに提訴を受けた場合、その判決結果によっては、業績あるいは財務状

況に影響を与える可能性があります。

 

 

５【経営上の重要な契約等】

(1) 当社の連結子会社である株式会社エルトレードは、合同会社Ｔ.Ｒ.Ｋと平成24年６月22日に基本事業協定を締結

し、平成24年10月２日及び平成25年12月10日に変更した内容の契約期間を平成26年12月31日までとすることを、平

成26年６月６日に変更いたしました。

 

(2) 当社の連結子会社である株式会社エルトレード（以下「甲」という）は、合同会社Ｔ.Ｒ.Ｋ（以下「乙」とい

う）と平成24年６月22日に基本事業協定を締結し、平成24年10月２日に変更した内容の一部を、平成26年９月30日

に変更いたしました。

変更前 変更後

　乙は甲に対し、販売利益の20％を支払うこととする。

ただし、利益の上限を、金800万円とする。

　乙は甲に対し、販売利益の20％を支払うこととする。

ただし、利益の上限は、再三の期限の延長があったこと

もあり利益を上乗せして金1,600万円とする。

 

(3) 当社の連結子会社である株式会社エルトレードは、合同会社Ｔ.Ｒ.Ｋと平成24年６月22日に基本事業協定を締結

し、平成24年10月２日、平成25年12月10日及び平成26年６月６日に変更した内容の契約期間を平成27年12月31日ま

でとすることを、平成26年12月19日に変更いたしました。

 

 

６【研究開発活動】

該当事項はありません。

 

 

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成に当たりましては、経営者による会計方針の選択適用、合理的な見積りが必要

とされます。当該見積りに当たりましては、当社グループにおける過去の実績等を踏まえ合理的に判断しておりま

すが、実際の結果は、これらの見積りと異なる場合があります。

 

(2）当連結会計年度の経営成績の分析

　当社グループの既存事業と密接に関連する新築マンション市場、特に首都圏マンション市場におきましては、平

成26年の年間供給が前年に比べ20.5％減の44,913戸（民間調査機関調べ）となり、当連結会計年度において厳しい

状況で推移いたしました。

　このような状況のなか、マンションディベロッパー及び管理会社との更なる関係強化及び新規法人開拓の強化に

努め、販管費の継続的な見直しを行ってまいりました。

　このような環境の中、当連結会計年度の経営成績等は、次のとおりとなりました。

（経営成績）

（売上高）

当連結会計年度の売上高は2,488百万円となりました。その主な要因は、ハウスケア事業では、密接に関連する

新築マンション市場、特に首都圏マンション市場が厳しい状況で推移したものの、マンションディベロッパー及

び管理会社との更なる関係強化及び新規法人開拓の強化に注力したことなどにより、順調に推移いたしました。

また、ビル総合管理事業に関しましては、臨時業務や官公庁の業務を獲得し、総合不動産事業において、販売用

土地やマンションの売却などによるものであります。

（売上総利益）

当連結会計年度の売上総利益は1,070百万円となりました。その主なものは、ハウスケア事業が764百万円、ビ

ル総合管理事業が242百万円、総合不動産事業が64百万円となっております。
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（販売費及び一般管理費）

当連結会計年度の販売費及び一般管理費は881百万円となりました。その主なものは、販売手数料、給料手当、

法定福利費、地代家賃、支払報酬などであります。

（営業利益）

当連結会計年度の営業利益は189百万円となりました。その主な要因は、当社グループの既存事業と密接に関連

する新築マンション市場、特に首都圏マンション市場において、平成26年の年間供給が前年に比べ20.5％減の

44,913戸（民間調査機関調べ）となり、当社グループの既存事業に関しましては、当連結会計年度において厳し

い状況で推移いたしました。さらに、各施策を施し、販管費の継続的な見直しなどによるものであります。

（経常利益）

当連結会計年度の経常利益は188百万円となりました。その主な要因は、ハウスケア事業及びビル総合管理事業

などによるものであります。

（特別利益）

当連結会計年度の特別利益は15百万円となりました。その主なものは、違約手数料戻入益などによるものであ

ります。

（特別損失）

当連結会計年度の特別損失は０百万円となりました。その主なものは、固定資産除却損などによるものであり

ます。

（税金等調整前当期純利益）

当連結会計年度の税金等調整前当期純利益は204百万円となりました。特別利益として違約手数料戻入益を計上

したことによるものであります。

（財政状態）

（流動資産）

当連結会計年度末における流動資産は1,939百万円となり、前連結会計年度末に比べ440百万円増加いたしまし

た。これは主に受取手形及び売掛金が56百万円、販売用不動産が470百万円、仕掛販売用不動産が65百万円増加し

たことなどによる一方、前渡金が115百万円減少したことなどによるものであります。

（固定資産）

当連結会計年度末における固定資産は208百万円となり、前連結会計年度末に比べ17百万円減少いたしました。

これは主にのれんが10百万円減少したことなどによるものであります。

（流動負債）

当連結会計年度末における流動負債は432百万円となり、前連結会計年度末に比べ212百万円増加いたしまし

た。これは主に未払金が119百万円、未払法人税等が15百万円、その他が73百万円増加したことなどによるもので

あります。

（固定負債）

当連結会計年度末における固定負債は32百万円となり、前連結会計年度末に比べ12百万円増加いたしました。

これは主にその他が11百万円増加したことなどによるものであります。

（純資産）

当連結会計年度末における純資産合計は1,684百万円となり、前連結会計年度末に比べ198百万円増加いたしま

した。これは主に当期純利益158百万円などによるものであります。

（キャッシュ・フローの状況）

キャッシュ・フローの状況に関しましては、「第２ 事業の状況　１ 業績等の概要　(2) キャッシュ・フ

ロー」に記載しております。

 

(3）経営成績に重要な影響を与える要因について

　当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、前述の「４ 事業等のリスク」に記載のと

おりであります。

 

(4) 経営戦略の現状と見通し

　当社グループといたしましては、これらの状況を踏まえて、下記戦略に取り組むことにより、中長期的な安定を

図るため、対象としてきた不動産市場という事業ドメインにおいて、安定的な黒字化を目指してまいります。

①　基幹事業であるコーティング事業及びリフォーム事業の再構築

　エンドユーザー（マンション及び戸建購入者）から、感謝される完成度の高いコーティング事業を再構築させ

るために、技術力向上の為の研修や使用液剤の研究開発をしてまいります。また、顧客ニーズの高いCO2削減等

の環境問題に直結する新しい商材につきましても、積極的に取り組んでまいります。さらに、マンションディベ

ロッパー及び管理会社との取引関係のさらなる強化、そして、内覧プロデュースの積極的な提案により、新規法

人開拓の強化を継続的に行ってまいります。

②　経営改革を継続し、小さな本部機能を実現
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　前経営陣の行った、必要以上な本部機能強化のための設備投資予定を抜本的に見直し、小さな本部機能への移

行を目指して、大幅な経費節減を今後も継続してまいります。また、コンサルティング契約等におきましても十

分な精査を行い、不必要な契約は解除してまいりました。今後も、従来の慣習にとらわれることなく、必要な改

革を断行してまいります。

③　不動産事業への積極的な取組みによる収益の拡大

　ディベロッパーを主軸とする事業への変換を目指しますが、仕入れについては十分な精査をするとともに、収

益性を重視し、継続して機動的な事業活動を展開してまいります。

 

(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

①　キャッシュ・フローの状況

　　第２ 事業の状況、１ 業績等の概要、(2) キャッシュ・フローをご参照ください。

　　なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記の通りであります。

 平成22年12月期 平成23年12月期 平成24年12月期 平成25年12月期 平成26年12月期

自己資本比率（％） 66.0 69.5 71.9 85.6 76.1

時価ベースの自己資本比率

（％）
23.3 33.1 43.5 132.6 88.5

キャッシュ・フロー対有利

子負債比率（年）
－ 0.2 － － －

インタレスト・カバレッ

ジ・レシオ（倍）
－ 41.2 387.0 － －

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

（注）１．いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

　　　２．株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

　　　３．キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用してお

ります。

　　　４．有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象としてい

ます。

　　　５．平成22年12月期及び平成25年12月期及び平成26年12月期については、連結キャッシュ・フロー計算書の営業

活動によるキャッシュ・フローがマイナスのため、キャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレス

ト・カバレッジ・レシオは記載しておりません。

②　資金需要について

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前渡金の減少額、未払金の増加額

及び税金等調整前当期純利益204百万円（前年同期比27.6％減）を計上したことなどにより増加いたしました

が、販売用不動産の増加額、仕掛販売用不動産の増加額などで減少したことにより、前連結会計年度末に比べ52

百万円減少し、当連結会計年度末には421百万円となりました。

　また、当社グループの資金需要の主なものは、販売用不動産、仕掛販売用不動産などの仕入代金及び営業費用

であります。営業費用の主なものは、人件費、販売手数料などであります。

 

(6) 経営者の問題意識と今後の方針について

　計画しております諸施策を完全に遂行するとともに、不動産事業への本格的な参入、新しい付加価値のある商品

や社会にとって有益なサービスの提供により、経営基盤の強化に努めてまいります。

　また、株主・得意先・従業員などすべてのステークホルダーの期待と信頼に応えるべく、経営資源の最適な配置

と効率的な投入により企業価値の最大化に注力してまいります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当連結会計年度において実施いたしました企業集団の設備投資の総額は、５百万円で、その主なものは、会計ソフ

ト４百万円及び車両他１百万円であります。

なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

 

 

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

　当社における設備の状況は、次のとおりであります。 平成26年12月31日現在
 

事業所名
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
(人)

建物及

び　構築

物

工具器
具備品

リース資
産

電話加
入権

ソフト
ウェア

合計

 本社

(東京都新宿区)
会社統括業務

統括業務　

設備
815 471 5,511 403 0 7,202

3

(1)

（注）１．金額には消費税等は含めておりません。

２．従業員数の（　）は、臨時従業員数を外数で記載しております。

 

　(2）国内子会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成26年12月31日現在

会社名
事業所名

（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数

（人）建物及び　
構築物

機械装置及
び運搬具

工具器具備
品

リース資産 土地 合計

㈱ルーデン・ラ

イフサービス

（注）４

本社・事務所

(東京都新宿区)

ハウスケ

ア事業

設備・

コーティ

ング器具

161 374 0 1,261 － 1,797
49

(12)

㈱ルーデン・ビ

ルマネジメント

（注）３、４

本社・事務所

(東京都新宿区)

ビル総合

管理事業

設備・清

掃器具
28,046 － 436 － 11,708 40,191

21

(389)

㈱エルトレード

（注）４

本社・事務所

(東京都渋谷区)

総合不動

産事業
設備 － － 380 － － 380

2

(－)

（注）１．金額には消費税等は含めておりません。

２．従業員数の（　）は、臨時従業員数を外数で記載しております。

３．「リース資産」欄に、リース投資資産を記載しています。

４．上記の他、主要な賃借している設備として、以下のものがあります。

平成26年12月31日現在
 

会社名 セグメントの名称 リース内容
台数
(台)

リース期間
(年)

年間総額
リース料(千円)

㈱ルーデン・ライフ

サービス
ハウスケア事業 車輌運搬具 24 5～7 9,543

㈱ルーデン・ビルマ

ネジメント
ビル総合管理事業 車輌運搬具 8 1～5 2,358

㈱ルーデン・ビルマ

ネジメント
ビル総合管理事業 工具器具備品 34 5～7 3,059

（注）金額には消費税等は含めておりません。

 

 

３【設備の新設、除却等の計画】

　新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 19,767,200

計 19,767,200

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成26年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年３月19日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 10,011,300 10,011,300

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（グロース）

単元株式数

100株

計 10,011,300 10,011,300 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成27年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。

平成24年３月16日定時株主総会決議

 
事業年度末現在

（平成26年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成27年２月28日）

新株予約権の数（個） 8,000 8,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 8,000 8,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 8,520 同左

新株予約権の行使期間
自　平成29年３月14日

至　平成35年３月13日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　9,520

資本組入額　　4,760
同左

新株予約権の行使の条件

権利行使時において当社又

は当社関係会社の取締役も

しくは従業員の地位にある

ことを要する。ただし、任

期満了による退任及び定年

退職、その他正当な理由の

ある場合は、この限りでは

ない。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

譲渡による新株予約権の取

得については、取締役会の

承認を必要とする。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項
－ －
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会社法に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。

平成25年３月19日定時株主総会決議
 

 
事業年度末現在

（平成26年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成27年２月28日）

新株予約権の数（個） 10,000 10,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 10,000 10,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 21,790 同左

新株予約権の行使期間
自　平成31年１月17日

至　平成36年１月16日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 21,790

資本組入額　 10,895
同左

新株予約権の行使の条件

権利行使時において当社又

は当社関係会社の取締役及

び監査役もしくは従業員の

地位にあることを要する。

ただし、任期満了による退

任及び定年退職、その他正

当な理由のある場合は、こ

の限りではない。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

譲渡による新株予約権の取

得については、取締役会の

承認を必要とする。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項
－ －

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株)

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成22年１月28日

（注）２
12,300 61,718 29,827 1,735,461 29,827 267,839

平成22年１月１日

平成22年12月31日

（注）１

635 62,353 0 1,735,462 － 267,839

平成23年１月１日

平成23年12月31日

（注）１、３

26,260 88,613 24 1,735,486 － 267,839

平成25年３月12日

（注）４
11,500 100,113 46,575 1,782,061 46,575 314,414

平成26年３月25日

（注）５
9,911,187 10,011,300 － 1,782,061 － 314,414

（注）１．新株予約権の行使によるものであります。

２．平成22年１月12日開催の取締役会において、第三者割当増資を決議し、平成22年１月28日に実施されており

ます。なお、割当先　株式会社ウエスト、発行新株式数　12,300株、発行価額　4,850円、資本組入額　

2,425円であります。

３．平成23年１月１日から平成23年２月28日までに第４回新株予約権の行使により、行使個数4,977個、取得請

求個数275個、交付株式数26,260株、行使価額１円、払込金額24,885円、資本組入額24,885円であります。

４．有償第三者割当

主な割当先　西岡千栄子、西岡江美、西岡勇人、㈱カプセルデヴィジョン

　　　　　　11,500株

発行価額　　 8,100円

資本組入額　 4,050円

５．株式分割（１：100）によるものであります。

 

（６）【所有者別状況】

平成26年12月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

 個人以外  個人

株主数（人） － 1 9 16 3 5 1,534 1,568 －

所有株式数

（単元）
－ 1,342 630 56,810 23 140 41,163 100,108 500

所有株式数の

割合（％）
－ 1.34 0.62 56.74 0.02 0.13 41.11 100 －

（注）１．自己株式200株は、「個人その他」に２単元含めて記載しております。

２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が52単元含まれております。
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（７）【大株主の状況】
 

  平成26年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

フォレスト・フォールディング株
式会社

東京都墨田区堤通２丁目５番５－702号 2,919,600 29.16

株式会社ウエスト 東京都渋谷区道玄坂１丁目16番15号 1,230,000 12.28

株式会社イーストアンドウエスト 東京都新宿区西新宿６丁目20番７号 1,015,600 10.14

西岡　江美 東京都渋谷区 350,000 3.49

西岡　勇人 東京都渋谷区 350,000 3.49

西岡　夏奈子 東京都渋谷区 350,000 3.49

森　　利子 東京都港区 283,700 2.83

株式会社カプセルデヴィジョン 東京都港区西麻布３丁目５番２号 254,900 2.54

株式会社ピーチジャム 東京都渋谷区道玄坂１丁目16－15 250,000 2.49

西塚　美紀 東京都新宿区 200,000 1.99

計 － 7,203,800 71.90

 

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式 　　　　200 － －

完全議決権株式（その他）  普通株式　10,010,600 100,106 －

単元未満株式  普通株式 　　　　500 － －

発行済株式総数 10,011,300 － －

総株主の議決権 － 100,106 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が5,200株（議決権52個）含まれておりま

す。

②【自己株式等】

平成26年12月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ルーデン・ホール

ディングス株式会社

東京都新宿区西新宿

７丁目22番36号
200 － 200 0.00

計 － 200 － 200 0.00
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（９）【ストックオプション制度の内容】

当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、会社法に基づき新株予約権を発行する方法

によるものであります。

当該制度の内容は、以下のとおりであります。

 

（平成24年３月16日定時株主総会決議）

会社法に基づき、当社の取締役及び当社子会社の取締役に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行する

ことを、平成24年３月16日開催の第12回定時株主総会において決議されたものであります。

決議年月日 平成24年３月16日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社の取締役　　　　４

当社子会社の取締役　３

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株）
当社の取締役に対し7,300、当社子会社の取締役に対し

700、合計8,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 9,520（注）

新株予約権の行使期間
自　平成29年３月14日

至　平成35年３月13日

新株予約権の行使条件

新株予約権者は、権利行使時において当社または当社関

係会社の取締役もしくは従業員の地位にあることを要す

る。

ただし、任期満了による退任および定年退職、その他正

当な理由のある場合は、この限りではない。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承

認を必要とする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使により交付を受けることができる株式１

株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。行使価額は以下のとおりと

する。

　　　　新株予約権割当日の属する月の１ヶ月、３ヶ月前の各日（取引が成立していない日を除く）における大阪証券取

引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値に１.03を乗じた金額（１円未満の端数は切り上げ）とす

る。ただし、当該金額が新株予約権割当日の終値（取引が成立しない場合はその前日の終値）を下回る場合は、当

該終値の価額とする。

　　　　なお、新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、

調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

　また、新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき、時価を下回る価額で新株を発行または自己株式の処

分を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × １株当たりの時価

    既発行株式数 ＋ 新規発行株式数による増加株式数

　上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式に係る自己株

式を控除した数とし、また自己株式の処分を行う場合には、「交付株式数」を「処分する自己株式数」に読み替え

る。
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（平成25年３月19日定時株主総会決議）

会社法に基づき、当社の取締役、監査役及び従業員並びに当社子会社の取締役、監査役及び従業員に対して特に

有利な条件をもって発行する新株予約権の募集事項の決定を当社取締役会に委任することを、平成25年３月19日開

催の第13回定時株主総会において決議されたものであります。

決議年月日 平成25年３月19日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社の取締役及び監査役並びに従業員、当社子会社の取

締役及び監査役並びに従業員（注１）

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 上限8,000株

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注２）

新株予約権の行使期間
新株予約権の付与決議の日から５年を経過した日より５

年以内

新株予約権の行使条件

新株予約権者は、権利行使時において当社または当社関

係会社の取締役及び監査役もしくは従業員の地位にある

ことを要する。

ただし、任期満了による退任および定年退職、その他正

当な理由のある場合は、この限りではない。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承

認を必要とする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）１．付与対象者の人数の詳細は別途開催される取締役会で決議します。

　　　２．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使により交付を受けることができる株式

１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。行使価額は以下のとお

りとする。

　　　　　新株予約権割当日の属する月の１ヶ月、３ヶ月前の各日（取引が成立していない日を除く）における大阪証券

取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値に１.03を乗じた金額（１円未満の端数は切り上げ）と

する。ただし、当該金額が新株予約権割当日の終値（取引が成立しない場合はその前日の終値）を下回る場合

は、当該終値の価額とする。

　　　　　なお、新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整

し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

　　　　　また、新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき、時価を下回る価額で新株を発行または自己株式の

処分を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × １株当たりの時価

    既発行株式数 ＋ 新規発行株式数による増加株式数

　　　　　上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式に係る自己

株式を控除した数とし、また自己株式の処分を行う場合には、「交付株式数」を「処分する自己株式数」に読み

替える。
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（平成26年３月18日定時株主総会決議）

会社法に基づき、当社の取締役及び従業員並びに当社子会社の取締役及び従業員に対して特に有利な条件をもっ

て発行する新株予約権の募集事項の決定を当社取締役会に委任することを、平成26年３月18日開催の第14回定時株

主総会において決議されたものであります。

決議年月日 平成26年３月18日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社の取締役及び従業員並びに当社子会社の取締役及び

従業員（注１）

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株）

10,000株又は、割当日までに発行済株式総数が変動した

場合には、割当日現在の当社発行済株式総数の10％を上

限とする株式数

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注２）

新株予約権の行使期間
新株予約権の付与決議の日から４年を経過した日より６

年以内

新株予約権の行使条件

新株予約権者は、権利行使時において当社又は当社子会

社の取締役及び従業員の地位にあることを要する。

ただし、任期満了による退任及び定年退職、その他正当

な理由のある場合は、この限りではない。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承

認を必要とする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）１．付与対象者の人数の詳細は別途開催される取締役会で決議します。

　　　２．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使により交付を受けることができる株式

１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。行使価額は以下のとお

りとする。

　　　　　新株予約権割当日の属する月の前月の各日（取引が成立していない日を除く。）における東京証券取引所にお

ける当社普通株式の普通取引の終値の平均値に１.03を乗じた金額（１円未満の端数は切り上げ）とする。ただ

し、当該金額が新株予約権割当日の終値（取引が成立しない場合はその前日の終値）を下回る場合は、当該終値

の価額とする。

　　　　　なお、新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整

し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

　　　　　また、新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき、時価を下回る価額で新株を発行または自己株式の

処分を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × １株当たりの時価

    既発行株式数 ＋ 新規発行株式数による増加株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式に係る自己

株式を控除した数とし、また自己株式の処分を行う場合には、「交付株式数」を「処分する自己株式数」に読み

替える。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。
 
（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。
 
（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。
 
（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。
 
（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 200 － 200 －

（注）保有自己株式数には、平成26年３月25日付で１株を100株に株式分割したことによる増加株式数198株が含まれてお

ります。

 

 

３【配当政策】

当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして考えており、長期的な経営基盤の強化に留意しつ

つ、業績の成果に応じた利益配当を行い、年２回の配当を行うことを基本方針としております。

これらの配当の機関決定は、期末配当については株主総会で、中間配当については取締役会であります。

なお、当社は取締役会の決議により中間配当を行うことができる旨を定款で定めております。

しかしながら、当事業年度におきましては、配当しうる財源が無いことから、当期の配当につきましては、無配

とさせていただきます。
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４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期

決算年月 平成22年12月 平成23年12月 平成24年12月 平成25年12月 平成26年12月

最高（円） 13,900 9,470 13,000 32,200
27,860

□241

最低（円） 4,130 4,810 6,000 7,210
15,110

□148

（注）１．最高・最低株価は、平成22年10月12日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（グロース）におけるものであ

り、平成25年７月16日より東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（グロース）におけるものであります。それ以前

は大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものでおります。

２．□印は、株式分割（平成26年３月25日、１株→100株）による権利落後の最高・最低株価を示しておりま

す。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成26年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 198 217 199 182 214 200

最低（円） 177 171 179 158 170 178

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（グロース）におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴  任期
所有株
式数
（株）

取締役社長

(代表取締役)
 西　岡　　孝 昭和21年５月４日生

 
昭和45年４月 共信商事株式会社入社

昭和51年８月 岡山大東住宅株式会社　取締役就任

昭和59年６月 菱和地所株式会社　取締役就任

昭和60年１月 株式会社菱和ライフクリエイト

取締役就任

（現クレアスライフ株式会社）

平成18年11月 株式会社日本ライフクリエイト

取締役就任（現任）

平成20年５月 当社執行役員副社長

平成20年５月 株式会社ルーデン・ビルマネジメント

代表取締役就任（現任）

平成20年５月 当社取締役就任

平成20年６月 当社代表取締役就任（現任）
 

(注)

１、２
－

取締役会長  西　岡　　進 昭和29年４月28日生

 
昭和48年10月 山下大島法律事務所　入所

昭和58年８月 株式会社東京三洋ホーム　入社

昭和60年１月 株式会社菱和ライフクリエイト

代表取締役就任

（現クレアスライフ株式会社）

昭和61年８月 株式会社日本ライフクリエイト

取締役就任（現任）

平成20年３月 株式会社ヴィジョン・ウエスト

代表取締役就任（現任）

平成20年８月

平成20年８月

当社取締役就任

株式会社ウエスト

代表取締役就任（現任）

平成21年９月 当社取締役会長就任（現任）
 

（注）

１、２
－

取締役 管理本部長 佐々木　　悟 昭和35年８月19日生

 
昭和58年４月 協立証券株式会社　入社

（現エイチ・エス証券株式会社）

平成20年５月 当社執行役員　経営戦略室付

平成20年７月 当社管理本部長（現任）

平成20年８月 当社取締役就任（現任）

平成21年４月 株式会社エルトレード

取締役就任（現任）

平成21年５月 株式会社ルーデン・ビルネジメント

取締役就任（現任）

平成22年１月 株式会社ルーデン・ライフサービス

代表取締役就任（現任）
 

（注）１ －

取締役  丸　山　一　郎 昭和38年４月21日生

 
平成４年３月 ＢＭＣソフトウエア株式会社　入社

平成12年10月 ジョンソン＆ウェスターフィールド法律

事務所　入所

平成15年10月 弁護士登録　丸山法律事務所　入所

平成18年10月 東京中央総合法律事務所

パートナー弁護士として設立

平成19年５月 当社社外取締役就任（現任）

平成24年１月 東京清和法律事務所

パートナー弁護士として設立（現任）
 

（注）

１、３
－
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴  任期
所有株
式数
（株）

常勤監査役  小　菅　龍之介 昭和22年６月25日生

 
昭和45年３月 細田法律事務所　入所

昭和47年４月 山根法律事務所　入所

昭和49年８月 柴田法律事務所　入所

平成20年９月 当社社外監査役就任

平成23年10月 小菅総合事務所　開設（現任）

平成24年３月 当社監査役就任（現任）

平成24年３月 株式会社ルーデン・ライフサービス

監査役就任（現任）

平成24年３月 株式会社エルトレード

監査役就任（現任）
 

（注）５ －

監査役  山　田　　努 昭和15年12月29日生

 
昭和39年４月 松本裕事務所　在籍

昭和42年４月 山田努税理士事務所　開業（現任）

平成20年８月 当社社外監査役就任（現任）
 

（注）

４、７
－

監査役  小　山　信二郎 昭和37年７月４日生

 
平成４年10月 服部昌明法律事務所　入所

平成９年４月

平成９年４月

弁護士登録

山川萬次郎法律事務所　入所

平成11年11月 有村・小山法律事務所　設立

平成14年10月 市ヶ谷総合法律事務所　設立

代表（現任）

平成20年１月 AET債権回収株式会社

取締役弁護士就任（現任）

平成24年３月 当社社外監査役就任（現任）

平成25年１月 小山信二郎税理士事務所　設立（現任）
 

（注）

６、７
－

   　　　　　　計   －

（注）１．平成27年３月18日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

２．取締役西岡進は代表取締役社長西岡孝の実弟であります。

３．取締役丸山一郎は、社外取締役であります。

４．平成26年３月18日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

５．平成24年３月16日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６．平成25年３月19日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

７．山田努及び小山信二郎は、社外監査役であります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社グループは、遵法経営と株主利益の尊重を前提に、常に変化する社会情勢や経営環境に即応して迅速かつ

積極的に事業を推進することが肝要であり、企業活動を通じて社会貢献し、企業の社会的責任を遂行していくこ

とが企業の使命であると考えております。また、適切なコーポレート・ガバナンスに基づいた透明度の高い経営

体制作りとその運用により当社の企業価値を高めていくことは、株主、従業員、取引先、顧客等に対する経営陣

の責務であると認識しております。

①　企業統治の体制

イ．企業統治の体制の概要

当社の現状のガバナンス機構に関しましては、監査役会設置会社形態を採用し、監査役による取締役の職

務の執行を含む経営の日常的活動の監査の強化・充実が、コーポレート・ガバナンスの有効性を高める方法

であると考えております。

 

企業統治の体制を分かりやすく示す図表

ロ．当該体制を採用する理由

当社では、監査役は取締役会に定期的に出席するほか、当社グループの取締役等からその職務の執行状況

を聴取し、重要な決裁書類等を閲覧し、必要に応じて子会社から営業の報告を求めております。また、会計

監査人、内部監査室、ＣＳＲ委員会などと緊密に連携することで、企業経営の適法性及び効率性の維持・向

上に努めております。従いまして、経営の客観性を維持・確保することができる体制であると考えておりま

す。

ハ．その他の企業統治に関する事項

・内部統制システムの整備の状況

会社法第362条第４項第６号及び会社法施行規則第100条に定める、取締役の職務の執行が法令及び定款に

適合するための体制、その他株式会社の業務の適正性を確保するための体制として、内部統制システムの整

備に関する基本方針を平成21年10月13日開催の取締役会で決議し、同方針に基づき、業務の適正を確保する

ための体制の充実に努めております。

・リスク管理体制の整備の状況

法令順守の強化及び徹底に向け、各種社内会議を通じて役職員の意識向上に努めております。当社は事業

遂行に伴う危機に対しては、危機管理規定を制定し、リスクの予見とその管理、対応に努めております。ま

た、犯罪行為、不正行為等の未然防策として、社内通報制度を設け、相互牽制を図れる仕組みを構築してお

ります。さらに、重要な法的判断については、外部の弁護士と顧問契約を締結し、必要に応じて助言と指導

を受ける体制を整えております。
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ニ．責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠

償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、1百万円または法令

が定める額のいずれか高い額としております。

なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役及び社外監査役が責任の原因となった職務の遂行

について善意かつ重大な過失がないときに限られます。

また、当社と会計監査人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を

限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、悪意又は重大な過失があっ

た場合を除き、会計監査人としての在職中に報酬その他の職務執行の対価の額として当社から受け、又は受

けるべき財産上の利益の額の事業年度ごとの合計額のうち最も高い額に二を乗じて得た額のいずれか高い額

としております。

なお、当該責任限定が認められるのは、当該会計監査人が責任の原因となった職務の遂行について善意又

は重大な過失がないときに限られます。

 

②　内部監査及び監査役監査の状況

当社の内部監査の組織は、社長直轄の内部監査室（人員数１名）が内部監査計画に基づき、全部門に対し定

期的な業務監査を実施しております。また、監査役監査の組織は、監査役会を監査役３名（うち社外監査役２

名）で構成し、監査役会で定めた方針や分担に基づき監査役監査を実施するとともに、代表取締役の業務執行

と取締役の経営行動を監視・監査しております。なお、内部監査室及び常勤監査役は、会計監査人と連携し、

監査を実施しております。

 

③　会計監査の状況

会計監査につきましては、霞友有限責任監査法人との間で会社法監査及び金融商品取引法監査についての監

査契約を締結しております。当期（平成26年１月１日から平成26年12月31日まで）において業務を執行した公

認会計士の氏名、継続関与年数及び監査業務に係る補助者の構成については次のとおりであります。

イ．業務を執行した公認会計士の氏名等

指定有限責任社員　業務執行社員　　　　藤原　澄人

指定有限責任社員　業務執行社員　　　　山崎　安通

（注）継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。

ロ．監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　　　２名

その他　　　　　１名

 

④　社外取締役及び社外監査役

当社の社外取締役は１名、社外監査役は２名であります。

コーポレート・ガバナンスにおいて、専門的な知識・経験を有する外部からの客観的、中立的な経営監視の

機能が重要と考えており、現状の体制としております。

社外取締役及び社外監査役と当社との間に記載すべき人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関

係はなく、公正な立場による経営への監視機能を強化を図っております。

当社は、社外取締役又は社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針として明確に定めたもの

はありませんが、その選任に際しては、経歴や当社との関係を踏まえて、当社経営陣から独立した立場で社外

役員としての職務を遂行できる十分な独立性が確保できることを個別に判断しております。

また、監査役と会計監査人及び内部監査室は、相互に監査結果を報告し、意見交換を行うとともに、定期的

に開催される監査役会などを通じて常勤監査役及び内部監査室が社外監査役に対してサポートする体制を整え

ております。

EDINET提出書類

ルーデン・ホールディングス株式会社(E05479)

有価証券報告書

29/80



⑤　役員報酬等

イ．提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる

役員の員数

（名）基本報酬
ストック

オプション
賞与

　取締役

（社外取締役を除く。）
34,200 34,200 － － 3

　監査役

（社外監査役を除く。）
3,600 3,600 － － 1

　社外役員 3,600 3,600 － － 3

ロ．提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

ハ．使用人兼務役員の使用人給与のうち重要なもの

該当事項はありません。

ニ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

該当事項はありません。

 

⑥　株式の保有状況

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

２銘柄　　０千円

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有

目的

該当事項はありません。

ハ．保有目的が純投資目的である株式投資

該当事項はありません。

 

⑦　取締役の定数等に関する定款の定め

イ．取締役の定数

当社の取締役の定数は３名以上７名以内とする旨、定款に定めております。

ロ．取締役の選任の決議要件

取締役の選任決議については、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらない旨を定款に定めております。

 

⑧　株主総会決議事項を取締役会で決議できることとした事項

イ．自己株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、自己の株式を取得することができ

る旨を定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするた

め、市場取引等により自己の株式を取得することを目的とするものであります。

ロ．中間配当

当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議をもって、毎年６月30日を基準日として、中

間配当を行うことができる旨を定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を行うことを目

的とするものであります。

 

⑨　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めてお

ります。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うこ

とを目的とするものであります。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社 18,000 － 17,775 －

連結子会社 － － － －

計 18,000 － 17,775 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度）

　該当事項はありません。

 

（当連結会計年度）

　該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

　該当事項はありません。

 

（当連結会計年度）

　該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

　監査公認会計士等に対する報酬の額の決定方針は策定しておりませんが、当社の規模・事業の特性等の要素を

総合的に勘案し、監査所要日数の見積りを基に監査役も交えた監査公認会計士等との十分な協議の上、会社法第

399条により当社の監査役会の同意を得て決定しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、当連結会計年度（平成26年１月１日から平成26年12月31日まで）の連結財務諸表に含まれる比較情報につ

いては、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日

内閣府令第61号）附則第３条第２項により、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、当事業年度（平成26年１月１日から平成26年12月31日まで）の財務諸表に含まれる比較情報については、

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日内閣府令

第61号）附則第２条第２項により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

 

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成26年１月１日から平成26年12月

31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成26年１月１日から平成26年12月31日まで）の財務諸表について、霞友

有限責任監査法人より監査を受けております。

 

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、会計基準の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財務

会計基準機構へ加入し、企業会計基準委員会等の行う研修に参加しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】
 

  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(平成25年12月31日)

当連結会計年度
(平成26年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 477,009 422,997

受取手形及び売掛金 203,943 260,735

商品及び製品 431 331

販売用不動産 ※ 69,773 ※ 540,391

仕掛販売用不動産 － 65,505

仕掛品 1,066 －

原材料及び貯蔵品 2,356 2,435

前渡金 179,191 64,045

短期貸付金 474,484 474,364

未収入金 131,468 173,072

その他 14,293 14,198

貸倒引当金 △54,433 △78,231

流動資産合計 1,499,584 1,939,845

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 88,866 88,866

減価償却累計額及び減損損失累計額 △75,435 △76,053

建物及び構築物（純額） 13,430 12,812

機械装置及び運搬具 1,696 899

減価償却累計額及び減損損失累計額 △1,696 △524

機械装置及び運搬具（純額） 0 374

工具、器具及び備品 17,495 9,099

減価償却累計額及び減損損失累計額 △16,435 △7,810

工具、器具及び備品（純額） 1,059 1,288

土地 3,248 3,248

リース資産 13,622 15,078

減価償却累計額 △6,547 △8,304

リース資産（純額） 7,075 6,773

有形固定資産合計 24,813 24,497

無形固定資産   

のれん 23,310 12,552

その他 403 403

無形固定資産合計 23,714 12,955

投資その他の資産   

投資有価証券 30,114 30,489

出資金 82,181 82,181

破産更生債権等 620,838 620,326

その他 92,930 86,471

貸倒引当金 △621,001 △620,404

投資損失引当金 △27,713 △27,713

投資その他の資産合計 177,348 171,349

固定資産合計 225,876 208,803

資産合計 1,725,460 2,148,649
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  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(平成25年12月31日)

当連結会計年度
(平成26年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 17,580 18,540

未払金 140,329 260,145

未払法人税等 24,518 40,470

預り金 7,624 9,912

売上値引引当金 326 344

アフターコスト引当金 703 547

その他 28,622 102,454

流動負債合計 219,704 432,417

固定負債   

退職給付引当金 5,149 －

退職給付に係る負債 － 6,104

その他 14,973 26,076

固定負債合計 20,122 32,181

負債合計 239,827 464,598

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,782,061 1,782,061

資本剰余金 314,414 314,414

利益剰余金 △619,725 △461,013

自己株式 △290 △290

株主資本合計 1,476,459 1,635,172

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △152 174

その他の包括利益累計額合計 △152 174

新株予約権 9,326 48,704

純資産合計 1,485,633 1,684,050

負債純資産合計 1,725,460 2,148,649
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】
 

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(自　平成25年１月１日
　至　平成25年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年12月31日)

売上高 ※２ 2,904,560 ※２ 2,488,924

売上原価 1,998,300 1,418,010

売上総利益 906,259 1,070,913

販売費及び一般管理費 ※１ 794,866 ※１ 881,564

営業利益 111,392 189,349

営業外収益   

受取利息 23,780 23,776

受取配当金 47 49

その他 6,027 3,883

営業外収益合計 29,855 27,709

営業外費用   

支払利息 338 315

貸倒引当金繰入額 24,220 23,783

消費税控除対象外 3,779 3,805

その他 2,796 776

営業外費用合計 31,135 28,680

経常利益 110,111 188,378

特別利益   

違約金損失引当金戻入益 189,800 －

違約手数料戻入益 － 15,800

その他 4 －

特別利益合計 189,804 15,800

特別損失   

固定資産除却損 － 13

デリバティブ評価損 17,215 －

その他 578 －

特別損失合計 17,793 13

税金等調整前当期純利益 282,122 204,165

法人税、住民税及び事業税 22,152 47,843

法人税等調整額 168 △2,390

法人税等合計 22,320 45,453

少数株主損益調整前当期純利益 259,801 158,712

当期純利益 259,801 158,712
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【連結包括利益計算書】
 

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(自　平成25年１月１日
　至　平成25年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年12月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 259,801 158,712

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 278 327

その他の包括利益合計 ※ 278 ※ 327

包括利益 260,079 159,039

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 260,079 159,039
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成25年１月１日　至　平成25年12月31日）

    (単位：千円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,735,486 267,839 △879,527 △290 1,123,508

当期変動額      

新株の発行 46,575 46,575   93,150

当期純利益   259,801  259,801

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 46,575 46,575 259,801 － 352,951

当期末残高 1,782,061 314,414 △619,725 △290 1,476,459

 

     

 その他の包括利益累計額
新株予約権 純資産合計

 
その他有価証券評価
差額金

その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 △431 △431 － 1,123,077

当期変動額     

新株の発行    93,150

当期純利益    259,801

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

278 278 9,326 9,604

当期変動額合計 278 278 9,326 362,556

当期末残高 △152 △152 9,326 1,485,633
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当連結会計年度（自　平成26年１月１日　至　平成26年12月31日）

    (単位：千円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,782,061 314,414 △619,725 △290 1,476,459

当期変動額      

新株の発行      

当期純利益   158,712  158,712

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 158,712 － 158,712

当期末残高 1,782,061 314,414 △461,013 △290 1,635,172

 

     

 その他の包括利益累計額
新株予約権 純資産合計

 
その他有価証券評価
差額金

その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 △152 △152 9,326 1,485,633

当期変動額     

新株の発行     

当期純利益    158,712

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

327 327 39,377 39,704

当期変動額合計 327 327 39,377 198,417

当期末残高 174 174 48,704 1,684,050
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
 

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(自　平成25年１月１日
　至　平成25年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 282,122 204,165

減価償却費 4,029 4,939

のれん償却額 10,758 10,758

貸倒引当金の増減額（△は減少） 23,003 23,201

売上値引引当金の増減額（△は減少） △179 18

アフターコスト引当金の増減額（△は減少） △46 △155

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,211 －

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － 954

違約金損失引当金の増減額（△は減少） △189,800 －

株式報酬費用 9,326 39,377

受取利息及び受取配当金 △23,827 △23,826

支払利息 298 315

売上債権の増減額（△は増加） △23,287 △56,371

破産更生債権等の増減額（△は増加） △942 511

たな卸資産の増減額（△は増加） △542 1,087

販売用不動産の増減額（△は増加） △18,861 △470,617

仕掛販売用不動産の増減額（△は増加） － △65,505

前渡金の増減額（△は増加） △142,291 115,145

前払費用の増減額（△は増加） △2,449 1,662

未収入金の増減額（△は増加） 92,254 △14,385

仕入債務の増減額（△は減少） 4,861 960

未払金の増減額（△は減少） △206 119,816

未払消費税等の増減額（△は減少） △14,615 26,851

預り金の増減額（△は減少） 3,392 2,288

預り保証金の増減額（△は減少） － 11,206

その他 △13,077 47,354

小計 △1,291 △20,246

利息及び配当金の受取額 109 108

利息の支払額 △298 △315

法人税等の支払額 △8,985 △31,996

営業活動によるキャッシュ・フロー △10,466 △52,450

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △2,600 △1,800

定期預金の払戻による収入 － 3,600

有形固定資産の取得による支出 △4,536 △4,623

敷金及び保証金の差入による支出 △6,509 △550,623

敷金及び保証金の回収による収入 3,029 553,471

その他 925 214

投資活動によるキャッシュ・フロー △9,691 238

財務活動によるキャッシュ・フロー   

株式の発行による収入 93,150 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 93,150 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 72,992 △52,211

現金及び現金同等物の期首残高 400,416 473,409

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 473,409 ※ 421,197
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

該当事項はありません。

 

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　3社

連結子会社の名称

株式会社ルーデン・ライフサービス

株式会社エルトレード

株式会社ルーデン・ビルマネジメント

(2) 主要な非連結子会社の名称等

該当事項はありません。

 

２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

 

４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

ロ　デリバティブ

時価法を採用しております。

ハ　たな卸資産

商品

先入先出法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）を採用しております。

原材料

先入先出法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）を採用しております。

仕掛品

個別法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

を採用しております。

貯蔵品

最終仕入原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採

用しております。

販売用不動産

個別法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

を採用しております。

仕掛販売用不動産

個別法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

を採用しております。
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

なお、耐用年数及び残存価額については法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法によってお

ります。

なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間均等償却によっており

ます。

ロ　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、耐用年数については法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づいてお

ります。

ハ　リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

ニ　長期前払費用

定額法を採用しております。

なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

(3）重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金

当社及び連結子会社３社は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

ロ　賞与引当金

当社及び連結子会社３社は、従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度の負

担額を計上しております。

ハ　売上値引引当金

連結子会社１社は、将来発生する売上値引に備えるため、過去の値引実績に基づく将来発生見込額を

計上しております。

ニ　アフターコスト引当金

連結子会社１社は、コーティング施工及びリフォーム工事等の無償補償費用等のアフターコストの支

出に備えるため、過去の実績に基づく将来発生見込額を計上しております。

ホ　投資損失引当金

投資先に対して将来発生すると見込まれる損失に備えるため、その資産内容等を勘案して計上してお

ります。

(4）退職給付に係る会計処理の方法

当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都

合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5）のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、発生日以後、投資効果の発現する期間(５～10年)で均等償却しております。

(6）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価格の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

イ　消費税等の会計処理

税抜処理を採用しております。

ロ　連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。
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（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以

下「退職給付適用指針」という。）を当連結会計年度末より適用し（ただし、退職給付会計基準第35項本文及

び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除く。）、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を

退職給付に係る負債として計上する方法に変更しております。

 

 

（連結貸借対照表関係）

※　仮差押に供している資産

 
前連結会計年度

（平成25年12月31日）
当連結会計年度

（平成26年12月31日）

販売用不動産 69,773千円 －千円

 

 

（連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成25年１月１日
　　至　平成25年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年１月１日
　　至　平成26年12月31日）

販売手数料 118,964千円 113,140千円

給与手当 236,893 278,698

法定福利費 42,631 44,537

貸倒引当金繰入額 4,245 2,809

アフターコスト引当金繰入額 629 344

支払報酬 44,401 45,326

 

※２　売上高から次の金額が控除されております。

 
前連結会計年度

（自　平成25年１月１日
至　平成25年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年１月１日
至　平成26年12月31日）

売上値引引当金繰入額 △44千円 122千円

計 △44 122

 

 

（連結包括利益計算書関係）

※ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成25年１月１日
至　平成25年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年１月１日
至　平成26年12月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 200千円 375千円

組替調整額 － －

税効果調整前 200 375

税効果額 78 △47

その他有価証券評価差額金 278 327

その他の包括利益合計 278 327
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成25年１月１日　至　平成25年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

　発行済株式     

　　　 普通株式（注） 88,613 11,500 － 100,113

合計 88,613 11,500 － 100,113

 　自己株式     

　　　　普通株式 2 － － 2

合計 2 － － 2

（注）普通株式の株式数の増加11,500株は、平成25年３月12日付第三者割当増資によるものであります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権

の目的とな

る株式の種

類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計

年度末残高

（千円）
当連結会計

年度期首

当連結会計

年度増加

当連結会計

年度減少

当連結会計

年度末

提出会社

（親会社）

ストック・オプションとし

ての新株予約権
－ － － － － 9,326

合計 － － － － － 9,326

 

３．配当に関する事項

該当事項はありません。
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当連結会計年度（自　平成26年１月１日　至　平成26年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

　発行済株式     

　　　 普通株式（注）１，２ 100,113 9,911,187 － 10,011,300

合計 100,113 9,911,187 － 10,011,300

 　自己株式     

　　　　普通株式（注）１，３ 2 198 － 200

合計 2 198 － 200

（注）１．当社は、平成26年３月25日付で１株につき100株の割合で株式分割を行っております。

２．普通株式の発行済株式総数の増加9,911,187株は株式分割によるものであります。

３．普通株式の自己株式数の増加198株は株式分割によるものであります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権

の目的とな

る株式の種

類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計

年度末残高

（千円）
当連結会計

年度期首

当連結会計

年度増加

当連結会計

年度減少

当連結会計

年度末

提出会社

（親会社）

ストック・オプションとし

ての新株予約権
－ － － － － 48,704

合計 － － － － － 48,704

 

３．配当に関する事項

該当事項はありません。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　平成25年１月１日
至　平成25年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年１月１日
至　平成26年12月31日）

現金及び預金勘定 477,009千円 422,997千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △3,600 △1,800

現金及び現金同等物 473,409 421,197

 

 

（リース取引関係）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

有形固定資産

　当社及び株式会社ルーデン・ライフサービスにおける複写機（工具、器具及び備品）及び株式会社ルー

デン・ライフサービスにおけるサーバー（工具、器具及び備品）並びに当社における会計ソフト（ソフト

ウェア）であります。

②　リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項　（2）重要な減価

償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

２．オペレーティング・リース取引

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

該当事項はありません。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、事業計画等に照らして、必要な資金（主に第三者割当増資など）を調達しておりま

す。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を関連当事者より調達

しております。デリバティブは、投機的な取引として利用しております。

 

(2）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して

は、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、信用状況を定期的に把握し、財務状況等の悪化など

による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

　短期貸付金は、貸付金元本及びその利息に対して貸付先所有不動産に抵当権を設定することによって担

保された貸付金であり、信用リスクは軽微であると認識しております。

　投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である買掛金、未払金並びに未払法人税等は、１年以内の支払期日であります。

　短期借入金は、そのほとんどが販売用不動産購入に係る資金調達を目的としたものであります。想定外

の事由によりフリー・キャッシュ・フローの減少があった場合、返済を実行できなくなるリスクに晒され

ております。

 

(3）金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社連結子会社は、連結子会社各社における債権管理規程に従い、営業債権について、各事業部門が

主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財

務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社連結子会社は、営業債権債務について、現金決済を原則としているため、金利変動リスクはあり

ません。

　有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況を把握しております。

　短期借入金については、現在すべて固定金利のため、支払金利の変動リスクはないと考えておりま

す。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社及び当社連結子会社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金計画を作成・更新する

とともに、手元流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

 

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 

前連結会計年度（平成25年12月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 477,009 477,009 －

(2）受取手形及び売掛金 203,943  －

貸倒引当金(*1) △54,433  －

 149,509 149,509 －

(3）短期貸付金 474,484 474,484 －

(4）投資有価証券 30,114  －

投資損失引当金(*2) △27,713  －

 2,400 2,400 －

(5）破産更生債権等 620,838  －

貸倒引当金(*3) △620,838  －

 － － －

資産計 1,103,403 1,103,403 －

(1）支払手形及び買掛金 17,580 17,580 －

(2）未払金 140,329 140,329 －

(3）未払法人税等 24,518 24,518 －

負債計 182,427 182,427 －

(*1)受取手形及び売掛金は、個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

(*2)投資有価証券は、個別に計上している投資損失引当金を控除しております。

(*3)破産更生債権等は、個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
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当連結会計年度（平成26年12月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 422,997 422,997 －

(2）受取手形及び売掛金 260,735  －

貸倒引当金(*1) △78,231  －

 182,503 182,503 －

(3）短期貸付金 474,364 474,364 －

(4）投資有価証券 30,489  －

投資損失引当金(*2) △27,713  －

 2,775 2,775 －

(5）破産更生債権等 620,326  －

貸倒引当金(*3) △620,326  －

 － － －

資産計 1,082,640 1,082,640 －

(1）支払手形及び買掛金 18,540 18,540 －

(2）未払金 260,145 260,145 －

(3）未払法人税等 40,470 40,470 －

負債計 319,157 319,157 －

(*1)受取手形及び売掛金は、個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

(*2)投資有価証券は、個別に計上している投資損失引当金を控除しております。

(*3)破産更生債権等は、個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金、(3）短期貸付金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(4）投資有価証券

　これらの時価について、主に市場価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項に

ついては、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

(5）破産更生債権等

　全額貸倒引当金を設定しているため、貸倒引当金を控除した額を時価としております。

負　債

(1）支払手形及び買掛金、(2）未払金、(3）未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）
 

区分
前連結会計年度

（平成25年12月31日）
当連結会計年度

（平成26年12月31日）

非上場株式 0 0

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(4）投

資有価証券」には含めておりません。
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３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成25年12月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 477,009 － － －

受取手形及び売掛金 203,943 － － －

短期貸付金 474,484 － － －

合計 1,155,436 － － －

 

当連結会計年度（平成26年12月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 422,997 － － －

受取手形及び売掛金 260,735 － － －

短期貸付金 474,364 － － －

合計 1,158,096 － － －

 

 

（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（平成25年12月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの
株式 － － －

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの
株式 2,400 2,575 △175

 

当連結会計年度（平成26年12月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの
株式 2,775 2,575 199

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの
株式 － － －

 

２．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　平成25年１月１日　至　平成25年12月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成26年１月１日　至　平成26年12月31日）

該当事項はありません。
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（平成25年12月31日）

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

対象の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円）

株式 オプション取引 45,510 28,295 △17,215

（注）時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

 

当連結会計年度（平成26年12月31日）

該当事項はありません。

 

 

（退職給付関係）

前連結会計年度（自　平成25年１月１日　至　平成25年12月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社１社は、確定拠出型の退職給付制度を設けております。

　連結子会社１社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。

 

２．退職給付債務に関する事項

(１）退職給付債務（千円） 5,149  

(２）年金資産（千円） －  

(３）退職給付引当金（千円） 5,149  

（注）退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用しております。

 

３．退職給付費用に関する事項

(１）その他（千円） 720  

(２）退職給付費用（千円） 13,646  

（注）「（１）その他」は、確定拠出年金への掛金支払額であります。

 

当連結会計年度（自　平成26年１月１日　至　平成26年12月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社１社は、確定拠出型の退職給付制度を設けております。

　連結子会社１社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。

 

２．簡便法を適用した確定給付制度

（１）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 退職給付に係る負債の期首残高 5,149 千円

 退職給付費用 2,324  

 退職給付の支払額 △1,369  

 制度への拠出額 －  

 退職給付に係る負債の期末残高 6,104  

 

（２）退職給付費用

 簡便法で計算した退職給付費用 2,324 千円

 

３．確定拠出制度

当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、690千円であります。
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（ストック・オプション等関係）

１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

（単位：千円）

 

前連結会計年度

（自　平成25年１月１日

　　至　平成25年12月31日）

当連結会計年度

（自　平成26年１月１日

　　至　平成26年12月31日）

売上原価の株式報酬費 － －

一般管理費の株式報酬費 9,326 39,377

 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

 平成25年ストック・オプション 平成26年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　　　　4名

当社子会社取締役　3名

当社取締役　　　　3名

当社監査役　　　　3名

当社従業員　　　　3名

当社子会社取締役　3名

当社子会社監査役　1名

当社子会社従業員 27名

株式の種類別のストック・オプ

ションの数（注）
普通株式　　800,000株 普通株式　1,000,000株

付与日 平成25年３月14日 平成26年１月17日

権利確定条件

付与日（平成25年３月14日）以降、権利

確定日（平成29年３月13日）まで継続し

て勤務していること。

付与日（平成26年１月17日）以降、権利

確定日（平成31年１月16日）まで継続し

て勤務していること。

対象勤務期間
自平成25年３月14日　至平成29年３月13

日

自平成26年１月17日　至平成31年１月16

日

権利行使期間
自平成29年３月14日　至平成35年３月13

日

自平成31年１月17日　至平成36年１月16

日

（注）株式数に換算して記載しております。なお、平成26年３月25日付株式分割（１株につき100株の割合）による分割

後の株式数に換算して記載しております。

 

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度（平成26年12月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプショ

ンの数については、株式数に換算して記載しております。

①ストック・オプションの数

 平成25年ストック・オプション 平成26年ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）   

前連結会計年度末 800,000 －

付与 － 1,000,000

失効 － 24,000

権利確定 － －

未確定残 800,000 976,000

権利確定後　　　　　　（株）   

前連結会計年度末 － －

権利確定 － －

権利行使 － －

失効 － －

未行使残 － －
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（注）平成26年３月25日付株式分割（１株につき100株の割合）による分割後の株式数に換算して記載しております。

 

②単価情報

 平成25年ストック・オプション 平成26年ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 96 218

行使時平均株価　　　　　（円） － －

付与日における公正な評価単価

（円）
59 149

（注）平成26年３月25日付株式分割（１株につき100株の割合）による分割後の株式数に換算して記載しております。

 

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

当連結会計年度において付与された平成26年ストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法は以下

のとおりであります。

(1) 使用した評価技法　　　　　ブラック・ショールズ式

(2) 主な基礎数値及び見積方法

 平成26年ストック・オプション

株価変動性（注）１ 88.03％

予想残存期間（注）２ 7.5年

予想配当（注）３ ０円／株

無リスク利子率（注）４ 0.67％

（注）１．７.5年間（平成18年７月17日から平成26年１月16日まで）の株価実績に基づき算定しております。

２．十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、新株予約権の算定時から権利行使期間の中

間点において行使されるものと推定して見積もっております。

３．過去の配当実績によっております。

４．予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。

 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用してお

ります。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成25年12月31日）
 

当連結会計年度
（平成26年12月31日）

繰延税金資産（流動）    

貸倒引当金損金算入限度超過額 19,400千円 27,882千円

一括償却資産損金算入限度超過額 30  232

未払事業税否認額 3,195  7,682

売上値引引当金繰入超過額 118  124

アフターコスト引当金繰入超過額 254  198

繰延税金資産（流動）小計 22,997  36,118

評価性引当額 △22,252  △33,607

繰延税金資産（流動）合計 745  2,511

繰延税金資産（固定）    

貸倒引当金損金算入限度超過額 221,344  221,129

投資損失引当金損金算入限度超過額 9,877  9,877

退職給付引当金損金算入限度超過額 1,856  －

退職給付に係る負債損金算入限度超過額 －  2,200

投資有価証券評価損 3,566  3,566

減損損失 2,441  1,960

その他有価証券評価差額金 63  －

繰越欠損金 387,718  309,410

その他 858  832

繰延税金資産（固定）小計 627,723  548,974

評価性引当額 △626,810  △547,458

繰延税金資産（固定）合計 913  1,515

繰延税金負債（固定）    

その他有価証券評価差額金 －  72

繰延税金負債（固定）小計 －  72

評価性引当額 －  △47

繰延税金負債（固定）合計 －  25

繰延税金資産の純額 1,658  4,001

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成25年12月31日）
 

当連結会計年度
（平成26年12月31日）

法定実効税率 35.6％  35.6％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.0％  1.1％

投資損失引当金 6.3％  －％

株式報酬費用 －％  6.9％

住民税均等割 0.8％  1.1％

繰越欠損金の期限切れ 31.5％  －％

のれん償却額 1.4％  1.9％

評価性引当額の増減 △73.3％  △33.3％

連結納税による影響額 5.3％  2.3％

その他 △1.7％  6.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 7.9％  22.3％
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（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

 

 

（資産除去債務関係）

当社及び当社連結子会社３社は、賃貸借契約に基づき使用する事務所等において、退去時における原状回復に

係る債務を有しておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確ではなく、また現在のところ、移

転等も予定されていないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該債務に

見合う資産除去債務を計上しておりません。

 

 

（賃貸等不動産関係）

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

EDINET提出書類

ルーデン・ホールディングス株式会社(E05479)

有価証券報告書

54/80



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

　当社は、事業別のセグメントから構成されており、「ハウスケア事業」、「ビル総合管理事業」及び

「総合不動産事業」の３つを報告セグメントとしております。

　「ハウスケア事業」は、新築住宅をターゲットとして、そのディベロッパー及び管理会社に対し、内覧

会のプロデュースや竣工検査の代行を行うとともに、入居されるエンドユーザーに対し、住居の壁や天井

等の居住空間（浴室・洗面所・キッチンの水回り等含む）に防カビ効果、消臭効果に優れたコーティング

などを行っております。「ビル総合管理事業」は、建造物の清掃管理・設備管理・保安管理・営繕管理な

どのビルメンテナンスを行っております。「総合不動産事業」は、ディベロッパーとして、エンドユー

ザーに対し居住用マンション、投資用マンションの企画・開発・分譲などを行っております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　平成25年１月１日　至　平成25年12月31日）

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額（注）
１，３，４，
５，６，７

連結財務諸表
計上額
（注）２ 

ハウスケア
事業

ビル総合管理
事業

総合不動産
事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 937,691 956,848 1,010,019 2,904,560 － 2,904,560

セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － － －

計 937,691 956,848 1,010,019 2,904,560 － 2,904,560

セグメント利益又は損失（△） 196,967 88,457 △37,111 248,312 △136,920 111,392

セグメント資産 161,807 236,555 410,360 808,723 916,737 1,725,460

セグメント負債 95,235 100,251 17,876 213,363 26,463 239,827

その他の項目       

減価償却費 942 685 348 1,977 1,783 3,760

のれんの償却額 － － － － 10,758 10,758

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額
200 1,032 － 1,232 3,304 4,536

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△136,920千円には、のれん償却額△10,758千円及び報告セグメン

トに配分していない全社費用△126,161千円が含まれております。全社費用は主に報告セグメントに帰属し

ない一般管理費であります。

　　　２．セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　　　３．セグメント資産の調整額916,737千円は、報告セグメントに配分していない全社資産であります。

　　　４．セグメント負債の調整額26,463千円は、報告セグメントに配分していない全社負債であります。

　　　５．減価償却費の調整額1,783千円は、報告セグメントに配分していない全社資産の減価償却費であります。

　　　６．のれんの償却額の調整額10,758千円は、報告セグメントに配分していないのれんの償却費であります。

　　　７．有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額3,304千円は、報告セグメントに配分していない全社資産

であります。
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当連結会計年度（自　平成26年１月１日　至　平成26年12月31日）

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額（注）
１，３，４，
５，６，７

連結財務諸表
計上額
（注）２ 

ハウスケア
事業

ビル総合管理
事業

総合不動産
事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 1,092,610 975,538 420,775 2,488,924 － 2,488,924

セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － － －

計 1,092,610 975,538 420,775 2,488,924 － 2,488,924

セグメント利益又は損失（△） 282,981 74,819 △864 356,936 △167,586 189,349

セグメント資産 278,590 333,136 789,503 1,401,230 747,419 2,148,649

セグメント負債 121,968 114,940 192,160 429,070 35,528 464,598

その他の項目       

減価償却費 1,440 664 254 2,359 2,086 4,446

のれんの償却額 － － － － 10,758 10,758

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額
899 220 － 1,119 4,289 5,409

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△167,586千円には、のれん償却額△10,758千円及び報告セグメン

トに配分していない全社費用△156,828千円が含まれております。全社費用は主に報告セグメントに帰属し

ない一般管理費であります。

　　　２．セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　　　３．セグメント資産の調整額747,419千円は、報告セグメントに配分していない全社資産であります。

　　　４．セグメント負債の調整額35,528千円は、報告セグメントに配分していない全社負債であります。

　　　５．減価償却費の調整額2,086千円は、報告セグメントに配分していない全社資産の減価償却費であります。

　　　６．のれんの償却額の調整額10,758千円は、報告セグメントに配分していないのれんの償却費であります。

　　　７．有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額4,289千円は、報告セグメントに配分していない全社資産

であります。

 

 

【関連情報】

前連結会計年度（自 平成25年１月１日 至 平成25年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　　　　　　　　　本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。

 

(2）有形固定資産

　　　　　　　　　本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　　　　　　　　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省

略しております。
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当連結会計年度（自 平成26年１月１日 至 平成26年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　　　　　　　　　本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。

 

(2）有形固定資産

　　　　　　　　　本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　　　　　　　　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省

略しております。

 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自 平成25年１月１日 至 平成25年12月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 平成26年１月１日 至 平成26年12月31日）

　該当事項はありません。

 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自 平成25年１月１日 至 平成25年12月31日）

     （単位：千円）

 
ハウスケア
事業

ビル総合管理
事業

総合不動産
事業

その他 全社・消去 合計

当期償却額 － － － － 10,758 10,758

当期末残高 － － － － 23,310 23,310

 

当連結会計年度（自 平成26年１月１日 至 平成26年12月31日）

     （単位：千円）

 
ハウスケア
事業

ビル総合管理
事業

総合不動産
事業

その他 全社・消去 合計

当期償却額 － － － － 10,758 10,758

当期末残高 － － － － 12,552 12,552

 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自 平成25年１月１日 至 平成25年12月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 平成26年１月１日 至 平成26年12月31日）

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

（ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

前連結会計年度（自　平成25年１月１日　至　平成25年12月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

主要株主
株式会社ウ

エスト

東京都渋谷区

道玄坂１丁目

16番15号

45,000 店舗貸業
 (被所有)

直接　12.2
建物管理受託 建物管理売上 10,285 売掛金 8,100

主要株主

株式会社

イーストア

ンドウエス

ト

東京都新宿区

西新宿６丁目

20番７号

3,000 不動産売買
 (被所有)

直接　10.1
建物管理受託 建物管理売上 1,330 売掛金 157

 

当連結会計年度（自　平成26年１月１日　至　平成26年12月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

主要株主
株式会社ウ

エスト

東京都渋谷区

道玄坂１丁目

16番15号

45,000 店舗貸業
 (被所有)

直接　12.2
建物管理受託 建物管理売上 11,270 売掛金 7,120

主要株主

株式会社

イーストア

ンドウエス

ト

東京都新宿区

西新宿６丁目

20番７号

3,000 不動産売買
 (被所有)

直接　10.1
建物管理受託 建物管理売上 1,088 売掛金 153

 

（イ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

前連結会計年度（自　平成25年１月１日　至　平成25年12月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員

株式会社日

本ライフク

リエイト

東京都渋谷区

桜丘町20番１

号

10,000 不動産管理 －
事務所賃貸借

契約の継承

原状回復費用

預り
－ 長期預り金 9,687

役員

株式会社エ

ル・イー・

マネジメン

ト

東京都渋谷区

円山町12番２

号

30,000 不動産売買 － 資金の貸付等

貸付金の利息

未収利息に対

する貸倒引当

金繰入額

23,718

 
23,718

 

短期貸付金

未収入金

貸倒引当金

474,364

101,889

54,387

役員
株式会社ブ

レイブ

東京都港区六

本木３丁目７

番１号

10,000 不動産売買 －

不動産の取得

 
建物管理受託

不動産取得の

手付金

建物管理売上

120,000

 
3,477

前渡金

 
売掛金

150,000

 
607

 

当連結会計年度（自　平成26年１月１日　至　平成26年12月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員

株式会社日

本ライフク

リエイト

東京都渋谷区

桜丘町20番１

号

10,000 不動産管理 －
事務所賃貸借

契約の継承

原状回復費用

預り
－ 長期預り金 9,687

役員

株式会社エ

ル・イー・

マネジメン

ト

東京都渋谷区

円山町12番２

号

30,000 不動産売買 － 資金の貸付等

貸付金の利息

未収利息に対

する貸倒引当

金繰入額

23,718

 
23,783

 

短期貸付金

未収入金

貸倒引当金

474,364

125,607

78,171

役員
株式会社ブ

レイブ

東京都港区六

本木３丁目７

番１号

10,000 不動産売買 －
不動産の取得

建物管理受託

不動産仕入

建物管理売上

129,626

3,747

未払金

売掛金

100,706

312

（注）１．上記(ア）～(イ）の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれ

ております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

市場価格等を勘案して一般的な取引条件と同様に決定しております。

３．株式会社エル・イー・マネジメントは、決済期限が延期され、利息の支払いがされておりません。
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自　平成25年１月１日
至　平成25年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年１月１日
至　平成26年12月31日）

１株当たり純資産額 147.47円 163.35円

１株当たり当期純利益金額 26.54円 15.85円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 26.45円 15.47円

（注）１．当社は、平成26年３月25日付で株式１株につき100株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首

に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額を算定しております。

２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前連結会計年度

（自　平成25年１月１日
至　平成25年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年１月１日
至　平成26年12月31日）

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益金額（千円） 259,801 158,712

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益金額（千円） 259,801 158,712

期中平均株式数（株） 9,790,552 10,011,100

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益金額調整額（千円） － －

普通株式増加額（株） 33,017 248,159

（うち新株予約権（株）） （33,017） （248,159）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

当たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式の概要

－
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（重要な後発事象）

ストック・オプションとしての新株予約権の発行について

　当社は、平成27年３月13日開催の臨時取締役会において、平成26年３月18日の当社第14回定時株主総会の決

議に基づき、ストック・オプションとして発行する新株予約権の具体的な発行内容について、次のとおり実施

いたしました。

(1) 付与対象者の区分及び人数

当社の取締役及び従業員並びに当社子会社の取締役及び従業員 合計67名

(2) 新株予約権の総数

1,000,000個（１個について１株）

(3) 新株予約権の発行価額

無償

(4) 新株予約権の目的となる株式の種類及び数

普通株式1,000,000株

(5) 新株予約権の行使時の払込金額

１株当たり287円

(6) 新株予約権の行使期間

平成31年３月13日から平成37年３月12日

(7) 新株予約権の割当日

平成27年３月13日
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 468,000 675,458 1.50 －

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － －

１年以内に返済予定のリース債務 2,526 2,723 2.54 －

長期借入金（１年以内に返済予定のもの

を除く。）
－ － － －

リース債務（１年以内に返済予定のもの

を除く。）
5,286 5,183 1.57 平成28年～31年

その他有利子負債 － － － －

小計 475,812 683,365 － －

内部取引の消去 △468,000 △675,458 － －

計 7,812 7,907 － －

(注)１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

 
１年超２年以内

（千円）

２年超３年以内

（千円）

３年超４年以内

（千円）

４年超５年以内

（千円）

リース債務 2,143 2,146 824 69

 

 

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。
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（２）【その他】

①　当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（千円） 694,346 1,173,649 1,670,472 2,488,924

税金等調整前四半期（当期）純利益金

額（千円）
103,659 112,186 132,302 204,165

四半期（当期）純利益金額（千円） 86,601 88,909 103,474 158,712

１株当たり四半期（当期）純利益金額

（円）
8.65 8.88 10.34 15.85

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額（円） 8.65 0.23 1.46 5.52

 

②　決算日後の状況

特記事項はありません。

 

③　訴訟

当社は、平成26年９月２日、次のとおり提起されていた訴訟の判決が言い渡されました。

１．訴訟が提起されるに至った経緯

原告である株式会社リプロス・スタッフ（当時ＡＩＦＧ株式会社）は、平成20年４月10日に当社元代表取締

役福岡浩二氏及び当社元取締役であった星山和彦氏に対し、２億2000万円を貸し付け、返済期日である同年６

月末日を経過しても返済されず、その際、当社を連帯保証人としていたため、連帯して、その返還を求め訴訟

が提起されました。しかしながら、平成26年１月15日付「訴訟の提起に関するお知らせ」にてお知らせしたと

おり、本件について契約書の存在もなく、貸金の振込先も当社ではない事、また、当社取締役会において本件

が承認されたことの議事録も存在しない等、当社としては、本件訴訟を提起した根拠が全くないと主張しまし

た。そして、原告は本請求の根拠を示すことがないまま、原告の請求を全て棄却する判決が言い渡されまし

た。なお、原告である株式会社リプロス・スタッフ（当時ＡＩＦＧ株式会社）は、平成23年９月15日付の「訴

訟の判決に関するお知らせ」にてお知らせしたとおり、当社が不正な出金の返還を求めた損害賠償等請求訴訟

において、２億円の支払いの判決を受けた被告であり、判決当時の商号は日本メディカルケア株式会社であり

ます。

２．当該訴訟の判決があった裁判所及び年月日

東京地方裁判所　平成26年９月２日

３．当該訴訟を提起した者（原告）

① 商　　　　　　　号：株式会社リプロス・スタッフ

② 本　店　所　在　地：東京都港区虎ノ門五丁目12番８号

③ 代表者の役職・氏名：代表取締役　　古寺　誠一朗

４．判決の内容

① 原告の請求をいずれも棄却する。

② 訴訟費用は原告の負担とする。

５．今後の見通し

当該訴訟判決による平成26年12月期における当社グループの業績予想への影響はございませんが、今後開示

すべき事項が発生した場合は速やかに開示いたします。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】
 

  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成25年12月31日)
当事業年度

(平成26年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 291,273 117,258

前渡金 － 64,045

前払費用 2,820 3,615

短期貸付金 ※ 805,484 ※ 1,022,822

未収入金 ※ 180,461 ※ 187,353

その他 715 412

貸倒引当金 △54,387 △78,171

流動資産合計 1,226,367 1,317,335

固定資産   

有形固定資産   

建物 881 815

工具、器具及び備品 9 471

リース資産 3,704 5,511

有形固定資産合計 4,595 6,798

無形固定資産   

ソフトウエア 0 0

その他 403 403

無形固定資産合計 403 403

投資その他の資産   

投資有価証券 27,713 27,713

関係会社株式 379,600 379,600

破産更生債権等 616,403 616,403

ゴルフ会員権 7,800 7,800

敷金及び保証金 9,847 9,847

貸倒引当金 △616,403 △616,403

投資損失引当金 △27,713 △27,713

投資その他の資産合計 397,248 397,248

固定資産合計 402,247 404,451

資産合計 1,628,615 1,721,787
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成25年12月31日)
当事業年度

(平成26年12月31日)

負債の部   

流動負債   

短期借入金 ※ 127,000 ※ 127,000

リース債務 1,282 1,685

未払金 ※ 26,210 ※ 12,282

未払法人税等 11,767 15,851

前受金 ※ 160 ※ 160

預り金 ※ 152,275 ※ 161,256

その他 ※ 7,365 ※ 7,202

流動負債合計 326,061 325,438

固定負債   

リース債務 2,701 4,425

固定負債合計 2,701 4,425

負債合計 328,762 329,863

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,782,061 1,782,061

資本剰余金   

資本準備金 314,414 314,414

資本剰余金合計 314,414 314,414

利益剰余金   

その他利益剰余金   

別途積立金 110,000 110,000

繰越利益剰余金 △915,659 △862,966

利益剰余金合計 △805,659 △752,966

自己株式 △290 △290

株主資本合計 1,290,525 1,343,219

新株予約権 9,326 48,704

純資産合計 1,299,852 1,391,923

負債純資産合計 1,628,615 1,721,787
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②【損益計算書】
 

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　平成25年１月１日
　至　平成25年12月31日)

当事業年度
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年12月31日)

売上高   

その他の売上高 ※１ 168,000 ※１ 168,000

売上高合計 168,000 168,000

売上総利益 168,000 168,000

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 124,332 ※１,※２ 155,037

営業利益 43,667 12,962

営業外収益   

受取利息 ※１ 27,487 ※１ 31,172

その他 305 112

営業外収益合計 27,792 31,285

営業外費用   

支払利息 ※１ 4,202 ※１ 4,617

貸倒引当金繰入額 24,220 23,783

その他 245 480

営業外費用合計 28,669 28,881

経常利益 42,790 15,366

特別利益   

投資損失引当金戻入益 50,000 －

その他 4 －

特別利益合計 50,004 －

特別損失   

デリバティブ評価損 17,215 －

連結納税未収金債務免除損失 7,000 －

その他 0 0

特別損失合計 24,215 0

税引前当期純利益 68,579 15,366

法人税、住民税及び事業税 △13,128 △37,326

法人税等合計 △13,128 △37,326

当期純利益 81,707 52,693
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成25年１月１日　至　平成25年12月31日）

       (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

 
資本準備金

資本剰余金
合計

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 1,735,486 267,839 267,839 110,000 △997,367 △887,367 △290 1,115,668

当期変動額         

新株の発行 46,575 46,575 46,575     93,150

当期純利益     81,707 81,707  81,707

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        

当期変動額合計 46,575 46,575 46,575 － 81,707 81,707 － 174,857

当期末残高 1,782,061 314,414 314,414 110,000 △915,659 △805,659 △290 1,290,525

 

   

 新株予約権 純資産合計

当期首残高 － 1,115,668

当期変動額   

新株の発行  93,150

当期純利益  81,707

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

9,326 9,326

当期変動額合計 9,326 184,184

当期末残高 9,326 1,299,852
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当事業年度（自　平成26年１月１日　至　平成26年12月31日）

       (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

 
資本準備金

資本剰余金
合計

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 1,782,061 314,414 314,414 110,000 △915,659 △805,659 △290 1,290,525

当期変動額         

新株の発行         

当期純利益     52,693 52,693  52,693

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        

当期変動額合計 － － － － 52,693 52,693 － 52,693

当期末残高 1,782,061 314,414 314,414 110,000 △862,966 △752,966 △290 1,343,219

 

   

 新株予約権 純資産合計

当期首残高 9,326 1,299,852

当期変動額   

新株の発行   

当期純利益  52,693

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

39,377 39,377

当期変動額合計 39,377 92,070

当期末残高 48,704 1,391,923
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

該当事項はありません。

 

 

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

(2) その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

 

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法

デリバティブ

時価法を採用しております。

 

３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

なお、耐用年数及び残存価額については法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法によっており

ます。

なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間均等償却によっておりま

す。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、耐用年数については法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づいており

ます。

(3) リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(4) 長期前払費用

定額法を採用しております。

なお、償却期間については法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

 

４．繰延資産の処理方法

株式交付費

支出時に全額費用処理しております。

 

５．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当期の負担額を計上しております。

(3) 投資損失引当金

投資先に対して将来発生すると見込まれる損失に備えるため、その資産内容等を勘案して計上しており

ます。
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６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

税抜処理を採用しております。

(2) 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

 

 

（表示方法の変更）

　貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、有形固定資産等明細表、引当金明細表については、財務

諸表等規則第127条第１項に定める様式に基づいて作成しております。

　また、財務諸表等規則第127条第２項に掲げる各号の注記については、各号の会社計算規則に掲げる事項の

注記に変更しております。

 

　以下の事項について、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第８条の６に定めるリース取引に関する注記については、同条第４項により、記載を省略し

ております。

・財務諸表等規則第８条の28に定める資産除去債務に関する注記については、同条第２項により、記載を省略

しております。

・財務諸表等規則第68条の４に定める１株当たり純資産額の注記については、同条第３項により、記載を省略

しております。

・財務諸表等規則第95条の５の２に定める１株当たり当期純損益金額に関する注記については、同条第３項に

より、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第95条の５の３に定める潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に関する注記について

は、同条第４項により、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第107条に定める自己株式に関する注記については、同条第２項により、記載を省略してお

ります。

・財務諸表等規則第121条第１項第１号に定める有価証券明細表については、同条第３項により、記載を省略

しております。

 

 

（貸借対照表関係）

※　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示されたものを除く）

 
前事業年度

（平成25年12月31日）
当事業年度

（平成26年12月31日）

短期金銭債権 409,572千円 610,203千円

短期金銭債務 302,298 294,335
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（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引高

 
前事業年度

（自　平成25年１月１日
至　平成25年12月31日）

当事業年度
（自　平成26年１月１日
至　平成26年12月31日）

営業取引による取引高   

売上高 168,000千円 168,000千円

営業取引以外の取引による取引高 9,612 13,643

 

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度59％、当事業年度67％、一般管理費に属する費用の

おおよその割合は前事業年度41％、当事業年度33％であります。

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 前事業年度

（自　平成25年１月１日
　　至　平成25年12月31日）

 当事業年度
（自　平成26年１月１日
　　至　平成26年12月31日）

役員報酬 41,200千円 41,400千円

給料及び手当 14,617 15,466

法定福利費 4,926 5,115

株式報酬費用 9,326 39,377

減価償却費 1,783 2,086

支払報酬 33,023 30,259

 

 

（有価証券関係）

子会社株式及び関連会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式379,600千円、前事業年度の貸借

対照表計上額は子会社株式379,600千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる

ことから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成25年12月31日）
 

当事業年度
（平成26年12月31日）

繰延税金資産（流動）    

貸倒引当金損金算入限度額 19,384千円 27,860千円

一括償却資産損金算入限度超過額 14  40

未払事業税否認額 1,125  1,135

繰延税金資産（流動）小計 20,523  29,035

評価性引当額 △20,523  △29,035

繰延税金資産（流動）合計 －  －

繰延税金資産（固定）    

貸倒引当金損金算入限度額 219,686  219,686

投資損失引当金繰入超過額 9,877  9,877

関係会社株式評価損 41,466  41,466

投資有価証券評価損 3,566  3,566

減損損失 1,737  1,300

繰越欠損金 363,566  286,264

その他 858  832

繰延税金資産（固定）小計 640,756  562,991

評価性引当額 △640,756  △562,991

繰延税金資産（固定）合計 －  －

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成25年12月31日）
 

当事業年度
（平成26年12月31日）

法定実効税率 35.6％  35.6％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 5.3％  92.9％

住民税均等割 1.4％  6.2％

繰越欠損金の期限切れ 129.5％  －％

連結納税未収金債務免除損 3.6％  －％

繰越欠損金子法人使用額 33.2％  360.1％

連結法人税個別帰属額（子法人負担分） 6.5％  70.8％

子法人連結法人税及び復興特別法人税 △32.6％  △354.2％

評価性引当額の増減 △201.1％  △450.7％

その他 △0.7％  △3.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △19.1％  △242.9％

 

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。
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（重要な後発事象）

ストック・オプションとしての新株予約権の発行について

　当社は、平成27年３月13日開催の臨時取締役会において、平成26年３月18日の当社第14回定時株主総会の決

議に基づき、ストック・オプションとして発行する新株予約権の具体的な発行内容について、次のとおり実施

いたしました。

(1) 付与対象者の区分及び人数

当社の取締役及び従業員並びに当社子会社の取締役及び従業員 合計67名

(2) 新株予約権の総数

1,000,000個（１個について１株）

(3) 新株予約権の発行価額

無償

(4) 新株予約権の目的となる株式の種類及び数

普通株式1,000,000株

(5) 新株予約権の行使時の払込金額

１株当たり287円

(6) 新株予約権の行使期間

平成31年３月13日から平成37年３月12日

(7) 新株予約権の割当日

平成27年３月13日
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：千円）
 

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却累
計額

有形固定資産        

 建物 881 － － 66 815 6,769

 工具、器具及び備品 9 589 6,548 127 471 1,858

 リース資産 3,704 3,700 － 1,893 5,511 4,261

 計 4,595 4,289 6,548 2,086 6,798 12,888

無形固定資産        

 ソフトウエア 0 － － － 0 9,475

 電話加入権 403 － － － 403 －

 計 403 － － － 403 9,475

（注）１．「リース資産」の「当期増加額」は会計ソフトにおるものであります。

２．「減価償却累計額」欄には、減損損失累計額が含まれております。

 

 

【引当金明細表】

（単位：千円）
 

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 670,791 23,783 － 694,575

投資損失引当金 27,713 － － 27,713
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（２）【主な資産及び負債の内容】

　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

①　決算日後の状況

特記事項はありません。

 

②　訴訟

当社は、平成26年９月２日、次のとおり提起されていた訴訟の判決が言い渡されました。

１．訴訟が提起されるに至った経緯

原告である株式会社リプロス・スタッフ（当時ＡＩＦＧ株式会社）は、平成20年４月10日に当社元代表取締

役福岡浩二氏及び当社元取締役であった星山和彦氏に対し、２億2000万円を貸し付け、返済期日である同年６

月末日を経過しても返済されず、その際、当社を連帯保証人としていたため、連帯して、その返還を求め訴訟

が提起されました。しかしながら、平成26年１月15日付「訴訟の提起に関するお知らせ」にてお知らせしたと

おり、本件について契約書の存在もなく、貸金の振込先も当社ではない事、また、当社取締役会において本件

が承認されたことの議事録も存在しない等、当社としては、本件訴訟を提起した根拠が全くないと主張しまし

た。そして、原告は本請求の根拠を示すことがないまま、原告の請求を全て棄却する判決が言い渡されまし

た。なお、原告である株式会社リプロス・スタッフ（当時ＡＩＦＧ株式会社）は、平成23年９月15日付の「訴

訟の判決に関するお知らせ」にてお知らせしたとおり、当社が不正な出金の返還を求めた損害賠償等請求訴訟

において、２億円の支払いの判決を受けた被告であり、判決当時の商号は日本メディカルケア株式会社であり

ます。

２．当該訴訟の判決があった裁判所及び年月日

東京地方裁判所　平成26年９月２日

３．当該訴訟を提起した者（原告）

① 商　　　　　　　号：株式会社リプロス・スタッフ

② 本　店　所　在　地：東京都港区虎ノ門五丁目12番８号

③ 代表者の役職・氏名：代表取締役　　古寺　誠一朗

４．判決の内容

① 原告の請求をいずれも棄却する。

② 訴訟費用は原告の負担とする。

５．今後の見通し

当該訴訟判決による平成26年12月期における当社グループの業績予想への影響はございませんが、今後開示す

べき事項が発生した場合は速やかに開示いたします。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 ３月中

基準日 12月31日

剰余金の配当の基準日 ６月30日、12月31日

１単元の株式数 １００株

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他の
やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。
公告URL
http://www.ruden.jp

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

 

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第14期）（自　平成25年１月１日　至　平成25年12月31日）平成26年３月19日関東財務局長に提出

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

平成26年３月19日関東財務局長に提出

(3) 四半期報告書及び確認書

（第15期第１四半期）（自　平成26年１月１日　至　平成26年３月31日）平成26年５月14日関東財務局長に提出

（第15期第２四半期）（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）平成26年８月12日関東財務局長に提出

（第15期第３四半期）（自　平成26年７月１日　至　平成26年９月30日）平成26年11月13日関東財務局長に提出

(4) 臨時報告書

平成26年３月20日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨

時報告書であります。

平成27年３月17日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（ストック・

オプション制度に伴う新株予約権の発行）に基づく臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

  平成27年３月19日

ルーデン・ホールディングス株式会社   

 

取締役会　御中  

 

 霞友有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 藤原　澄人　　　印

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 山崎　安通　　　印

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるルーデン・ホールディングス株式会社の平成26年１月１日から平成26年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・

フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行っ

た。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ルー

デン・ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会

計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

強調事項

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成27年３月13日開催の臨時取締役会において、会社の役員及び従業

員に対し、ストックオプションとして新株予約権を発行することを決議した。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ルーデン・ホールディングス

株式会社の平成26年12月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、ルーデン・ホールディングス株式会社が平成26年12月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効である

と表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準

に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

連結財務諸表等に添付する形で別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 
  平成27年３月19日

ルーデン・ホールディングス株式会社   
 

取締役会　御中  
 

 霞友有限責任監査法人  
 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 藤原　澄人　　　印

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 山崎　安通　　　印

 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるルーデン・ホールディングス株式会社の平成26年１月１日から平成26年12月31日までの第15期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監

査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ルーデ

ン・ホールディングス株式会社の平成26年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

強調事項

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成27年３月13日開催の臨時取締役会において、会社の役員及び従業

員に対し、ストックオプションとして新株予約権を発行することを決議した。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

財務諸表に添付する形で別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

ルーデン・ホールディングス株式会社(E05479)

有価証券報告書

80/80


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）所有者別状況
	（７）大株主の状況
	（８）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	（９）ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	株式の種類等
	（１）株主総会決議による取得の状況
	（２）取締役会決議による取得の状況
	（３）株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容
	（４）取得自己株式の処理状況及び保有状況


	３配当政策
	４株価の推移
	（１）最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	（２）最近６月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況等
	（１）コーポレート・ガバナンスの状況
	（２）監査報酬の内容等
	①監査公認会計士等に対する報酬の内容
	②その他重要な報酬の内容
	③監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容
	④監査報酬の決定方針



	第５経理の状況
	１連結財務諸表等
	（１）連結財務諸表
	①連結貸借対照表
	②連結損益計算書及び連結包括利益計算書
	連結損益計算書
	連結包括利益計算書

	③連結株主資本等変動計算書
	④連結キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報
	関連情報
	報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報
	報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報
	報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
	関連当事者情報

	⑤連結附属明細表
	社債明細表
	借入金等明細表
	資産除去債務明細表


	（２）その他

	２財務諸表等
	（１）財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③株主資本等変動計算書
	注記事項

	④附属明細表
	有形固定資産等明細表
	引当金明細表


	（２）主な資産及び負債の内容
	（３）その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

